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Ⅰ　はじめに

　IASBは，2018年 3 月に新概念フレームワー
ク「財務報告に関する概念フレームワーク」（以
下，「2018年概念フレームワーク」）を公表した。
本稿は，IAS第37号とその解釈指針（IFRIC第
6 号および IFRIC第21号）が提示する設例に

「2018年概念フレームワーク」が提示する負債
の定義とそれに基づく負債の 3 要件を適用する
ことによって，「2018年概念フレームワーク」
が債務の識別をはじめとする負債の定義の充足
を判定するプロセスと判定結果に及ぼす影響を
詳らかにすることを主な目的としている。
　これについて，「2018年概念フレームワーク」
の公表を受けて2018年12月に再開された「引当
金プロジェクト」は，この問題を「プロジェク
トの対象とすべき論点」に分類することを提案
している。そして，引当金プロジェクトは，新
しい負債の定義と負債の 3 要件を適用すること
により IFRIC第21号「賦課金」を廃止し，賦
課金に関する規定と設例を IAS第37号に新設
することを提案している（IASB 2019d, p. 7 ）。
引当金プロジェクトは，新しい負債の定義と負
債の 3 要件を適用することにより債務発生事象
の解釈が変化し，それに伴い負債の認識時点と
認識パターンが変化する（しうる）賦課金に特
化した最小限の修正を想定している。
　これに対し，本稿は，債務の識別に関する見
解の多様性による諸問題を解決できる可能性が
あることをふまえて，IAS第37号とその解釈指

針の適用対象となる項目に新しい負債の定義と
負債の 3 要件を全面的に適用することを念頭に
置いている。新しい負債の定義と負債の 3 要件
の適用について，本稿は，「概念フレームワー
クプロジェクト」の一環として行われた概念フ
レームワークの「公開草案」（2015年 5 月）に
基づく定義案の運用テスト（2016年 9 月～ 10
月）を参照している。運用テストは，IAS第37
号とその解釈指針が提示する設例のすべてを網
羅していないが，本稿は，上述の目的に照らし
て，すべての項目を検討対象としている。
　なお，「公開草案」が提示する負債の定義案

（IASB 2015a, par. 4.24）は，「2018年概念フレー
ムワーク」が提示する負債の定義と同一である。
もっとも，「公開草案」は負債の 3 要件を明示
していないため，運用テストにおける判定プロ
セスについては， 3 要件に即して筆者が適宜補
正を行っている。また，リストラクチャリング
については，IAS第37号が提示する前提条件を
大幅に変更し，従業員の解雇給付について検討
を行っている。さらに，訴訟については，最終
的な判定結果に影響を及ぼさないかたちで，運
用テストの判定結果を修正している。

Ⅱ　IFRS基準における債務の識別

2 . 1 　 3つの見解

　2010年 9 月に公表された概念フレームワーク
（以下，「2010年概念フレームワーク」）は，負
債を「過去の事象の結果として生じる現在の債
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務であり，決済に際し経済的便益を意味する資
源が流出することが予想されるもの」（IASB 
2010a, par. 4.4（b））と定義している。つまり，
負債は，過去の事象の結果として生じる「現在
の債務（present obligation）」1 ）である。
　これに関して，報告主体（entity）に経済的資
源の移転を求めうる事象が過去に生じているも
のの，報告主体が将来行動をつうじて経済的資
源の移転を回避する何らかの（少なくとも理論
上の）能力を有する，つまり，経済的資源の移

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

転が報告主体の将来行動によって条件付きとな
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

る
・

場合がある。この場合における現在の債務の
識別について，概念フレームワークプロジェク
トの「討議資料」（2013年 7 月）は，次に示す
3 つの見解が基準（および解釈指針）レベルで
適用されていることを指摘している（IASB 
2013, pars. 3.72-3.89）。つまり，現状，すべて
の基準（および解釈指針）がひとつの見解を適
用しているわけではない。

見解 1 ：報告主体は，将来における経済的資
源の移転を回避するいかなる能力も
有していてはならない。

見�解 2 ：報告主体は，将来における経済的資
源の移転を回避する「実質的な能
力」を有していてはならない。

見�解 3 ：報告主体が将来における経済的資源
の移転を回避する能力について，特
段の制限を設ける必要はない。

　見解 1 は，現在の債務は過去の事象の結果と
し て 生 じ， か つ，「 厳 密 に 無 条 件（strictly 
unconditional）」であることを求めるものである。
見解 1 によれば，たとえ理論上のものであって
も，報告主体が将来における経済的資源の移転
を回避する能力を有すれば，現在の債務は存在

しない。見解 1 は，IAS第37号の解釈指針であ
る IFRIC第 6 号「特定の市場への参入によっ
て生じる負債─電気・電子機器廃棄物」および
IFRIC第21号に適用されている（3.2を参照）。
債務が「厳密に」無条件であることを求める見
解 1 を適用すれば，比較可能性の担保に資する

（IASB 2015b, par. BC4.57）。しかし，付帯条件
のように，経済的資源の移転が無条件に求めら
れる以前に要する一連の行動のなかで，最終行
動の重要性が相対的に低い場合がある。このと
き，最終行動をメルクマールとする見解 1 は，
報告主体の財政状態を忠実に表現するとは言い
難い（IASB 2013, pars. 3.77 and 3.78）。
　そこで，見解 2 は，報告主体が将来における
経済的資源の移転を回避する「実質的な能力

（practical ability）」を有していなければ，（最
終行動以前の時点において）現在の債務が存在
すると解する。つまり，見解 2 は，現在の債務
は過去の事象の結果として生じ，かつ，「実質
的に無条件（practically unconditional）」であ
ることを求めるものである。見解 2 は，IAS第
34号「期中財務報告」に適用されている。IAS
第34号は，所定の年次売上水準の達成を条件と
する変動リース料について，条件の達成が予想
される場合，借手が将来にリース料を支払うこ
と 以 外 に 現 実 的 な 選 択 肢 を 有 し な い

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
（no 

realistic alternative）ことから，条件を達成す
る以前の期中報告期間に債務（法的債務または
推定的債務 2 ））が生じうるとしている（IAS 34, 
par. B 7 ）。また，見解 2 は，IAS第37号（リス
トラクチャリングによって生じる推定的債務）
にも適用されている（3.3を参照）。
　見解 1 および見解 2 は，債務が厳密または実
質的に無条件であることを求める。したがって，
報告主体が過去に経済的資源を受け取るかまた

─────────────────────────────────
1 ）	 本稿は，便宜上，“obligation”を一律に「債務」と訳出する。
2 ）	 リース契約によって借手側に生じる債務は，契約に基づく債務（法的債務）である。したがって，本来，リー

ス契約によって借手側に推定的債務が生じることはないはずである。そこで，IAS 第34号は，契約に基づく債務
が無条件の債務となる以前の時点において負債を認識することを正当化すべく，推定的債務という用語を便宜的
に用いていると解される（IASB 2013, par. 3.47）。
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は将来可能性のある移転額が決定されるよう行
動しただけでは，債務の範囲を画定することは
できても，現在の債務が存在するには十分であ
るとは認められない。
　それに対し，見解 3 は，現在の債務は，過去
の事象の結果として生じることが求められるも
のの，報告主体の将来行動によって条件付きと
なっていてもよいとする。つまり，債務が無条
件であるかを問わず，過去の事象の結果として
所定の追加条件を充足することにより，①過去
に経済的資源の受取りまたは行動がなければ求
められなかったであろう経済的資源の移転が求
められるか 3 ），または②過去に経済的資源の
受取りまたは行動がなければ求められたであろ
う条件よりも不利な条件によって他の主体と経
済的資源を交換することが求められれば，債務
が存在すると解する。当該債務は，将来におけ
る経済的資源の移転が報告主体の将来行動に
よって条件付きとなっているものの，過去の事
象の結果として生じる現在の債務であることに
変わりない（IASB 2013, pars. 3.85 and 3.86）。
　見解 3 は，IAS第19号「従業員給付」に適用
されている。権利未確定の従業員給付（将来の
雇用を条件とする給付）について，報告期間の
終了日ごとに従業員が受給権を獲得するために
提供すべき将来の労働力は減少する。そこで，
IAS第19号は，従業員が労働力を提供すること
によって，雇用主に確定給付制度に基づく推定
的債務が権利確定日前に生じるとしている

（IAS 19, par. 72）。つまり，雇用主は，従業員
から労働力の提供を受けたこと（過去の事象）
により，従業員の受給権が確定すれば（勤続年
数等の追加条件の充足），労働力の提供を受け
なければ求められなかったであろう経済的資源
の移転（給付金の支払い）が求められる。した
がって，従業員から労働力の提供を受けたこと
により，雇用主には権利確定日前の時点におい
て従業員に対する給付債務が存在する。

2 . 2 　 3つの見解の比較

　「討議資料」は，上記 3 つの見解について，
表 1（92頁）に示す 7 つのシナリオを用いて比
較を行っている。
　そして， 7 つのシナリオにそれぞれ 3 つの見
解を適用して債務の存在を判定すれば，表 2（93
頁）のとおりとなる。

Ⅲ　IAS第 37 号における債務の識別

3 . 1 　 2つの見解

　IAS第37号「引当金，偶発負債，および偶発
資産」は，「引当金（provision）」を「時期また
は金額に不確実性を有する負債」（IAS 37, par. 
10）と定義している。そして，「過去の事象」
の結果として「現在の債務」（法的債務または
推定的債務）が存在することを，引当金の認識
要件のひとつとしている（IAS 37, par. 14（a））。
　IAS第37号は，報告主体に現在の債務が生じ
る原因となった「過去の事象」を，債務発生事
象とよぶ。ここに「債務発生事象（obligating 
event）」とは，「報告主体を，債務を決済する
こと以外に現実的な選択肢を有しない

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
（no 

realistic alternative）状況に置く法的債務また
は推定的債務を生じさせる事象」（傍点筆者）

（IAS 37, par. 10）をいう。他方，IAS第37号は，
過去の事象の結果として生じ，報告主体の将来

・・

行動とは関係なく存在する
・・・・・・・・・・・・

債務を，引当金とし
て認識することとしている（IAS 37, par. 19）。
そうすると，表現は紛らわしくなるものの，
IAS第37号は，経済的資源の移転が報告主体の
将来行動によって条件付きとなる場合における
債務の識別について，次に示す 2 つの異なる見
解を併記していることが分かる（IASB 2015c, 
par. 1.1；IASB 2015d, par. 1.1）。

見�解 A（パラグラフ19）：経済的資源の移転
─────────────────────────────────
3 ）	 報告主体は，経済的資源を受け取るかまたは行動することにより，将来における経済的資源の移転を完全に回

避する裁量を喪失する（IASB 2013, par. 3.85）。
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を回避するために要する将来行動が非現実
的であっても，報告主体が経済的資源の移
転を回避する理論上の能力を有していれば，
債務は存在しない

・・・・・
。

見�解 B（パラグラフ10）：経済的資源の移転
を回避するために要する将来行動が非現実
的であれば，報告主体は経済的資源の移転
を回避する実質的な能力を有しないから，
債務が存在する

・・・・
。

　IFRIC第 6 号と IFRIC第21号は，ともに見
解 Aに基づく解釈を示している。また，IAS第

37号パラグラフ72は，リストラクチャリングに
かかる推定的債務の識別について，見解 Bに基
づく解釈を示している。前節において言及した
3 つの見解との関係でいえば，見解 Aは見解
1 に，見解 Bは見解 2 4）にそれぞれ該当する。

3 . 2 　見解 A（＝見解 1）の適用例

3.2.1　IFRIC第6号
　EUの「電気・電子機器廃棄物指令（WEEE
指令）」は，2005年 8 月13日以前に市場に投入
された電気・電子機器の廃棄物のうち，一般家
庭から生じるもの（「一般家庭からの過去廃棄

シナリオ 前提条件

1 権利確定条件付き
従業員賞与

雇用主は，雇用契約に基づき， 5 年間勤務した従業員に賞与を支払う。従業員の受給権が確
定するまでに雇用契約を終了すれば，賞与を支払う必要はない。従業員は，報告期間の終了
日時点において， 2 年間勤務した。

2
閾値を超える収益
に対する賦課金
（鉄道会社）

政府は，国内に鉄道を敷設して列車を運行する鉄道会社に賦課金を課している。賦課金は，
暦年末（12月31日）に課される。賦課金額は，年間に CU500百万を超えて計上された収益額に
1 ％を乗じることによって算定する。鉄道会社は， 1 月 1 日から 6 月30日までに CU450百万
の収益を計上している。また，12月31日までに CU900百万の収益を計上することにより，本
年度の賦課金額が CU 4 百万（（CU900百万－ CU500百万）× 1 %）となると予想している。
鉄道会社は， 6 月30日時点の期中財務諸表を作成する。

3
収益に対する

賦課金
（電力会社）

政府は，各年度の 4 月 1 日以降に国内エネルギー市場に電力を供給する電力会社に賦課金を
課している。賦課金は，電力会社が20X1年 4 月 1 日に市場に電力を供給することをもって課
される。賦課金額は，前年度に計上した収益額を基礎として算定する。電力会社は，20X0年
度に CU100百万の収益を計上した。
電力会社は，20X0年12月31日に終了する年次財務諸表を作成する。

4
報告期間にわたり
累積する賦課金

（銀行）

政府は，銀行に賦課金を課している。賦課金は，報告期間の終了日（12月31日）に銀行として
営業することをもって課される。賦課金額は，12月31日時点において保有する負債に一定割
合（ 1 月から 6 月までは 1 カ月あたり0.1％， 7 月から12月までは 1 カ月あたり0.2％）を乗じ
ることによって算定する。銀行の報告期間は，20X2年 4 月 1 日に開始している。
銀行は，20X2年 9 月30日時点の期中財務諸表を作成する。

5
市場占有率に
基づく賦課金

（過去廃棄物）

法は，電子機器メーカーに対し，将来における「過去廃棄物」（法の施行前に製造した機器）
の処理費用を負担することを求めている。具体的には，各メーカーは，20X4年における市場
占有率に基づき，処理費用を比例的に負担することとされている。
当該メーカーは，20X3年12月31日時点に終了する年次財務諸表を作成する。

6 変動リース料

小売業者（借手）は，ショッピングモール内の店舗区画のリース契約を締結した。契約に基づ
き，借手は，変動賃借料として，月次売上高の 1 ％を貸手に毎月支払う。当該契約は，借手
の年次報告期間の終了日に開始する。初回の支払リース料額は，翌期の最初の月次売上高を
基礎として算定する。

7 条件付対価

事業の売却契約には，取得事業が取得後 3 年以内に所定の利益目標を達成した場合，事業の
取得者が売手に CU 5 百万を追加的に支払うことが盛り込まれている。入手可能な証拠によ
れば，取得事業が利益目標を達成する可能性は極めて高い状況にある。
取得者は，取得日時点の財務諸表を作成する。

（IASB 2013, par. 3.73をもとに筆者作成）

表1　7つのシナリオ

─────────────────────────────────
4 ）　IAS 第34号パラグラフ B 7 と IAS 第37号パラグラフ72は，ともに「現実的な選択肢を有しない（no realistic 

alternative）」と表現している。これは，「回避する実質的な能力を有しない（no practical ability to avoid）」と
同義とされる（IASB 2015b, pars. BC4.70 and BC4.71）。
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見解 シナリオ 判定 説　　明

1

1 × 雇用主は，権利確定日前に雇用契約を終了することができる。
2 × 鉄道会社は，賦課金が課される以前に事業活動を停止することができる。
3 × 電力会社は，賦課金が課される以前に事業活動を停止することができる。
4 × 銀行は，賦課金が課される以前に事業活動を停止することができる。
5 × メーカーは，費用負担が求められる以前に事業活動を停止することができる。
6 × 借手は，当該店舗において売上を一切計上しないことができる。
7 × 取得者は，取得事業が利益目標を下回るように調整することができる。

2

1 状況に応じて〇

賞与は労働の対価として支払うものであり，その額は従業員が提供した労働力を基
礎として算定する。雇用主は，報告期間の終了日時点において， 2 年分の労働力の
提供を受けている。賞与の支払いを回避するためには，従業員との雇用契約を受給
権が確定する前に終了する必要がある。通常，雇用主は，賞与の支払いを回避すべ
くそのように行動する実質的な能力を有しないであろう。

2 大多数の状況に
おいて〇

鉄道会社は，賦課金額を算定する基礎となる便益を受け取った（収益を計上した）。
賦課金の支払いを回避するためには，鉄道事業を大幅に縮小する必要がある。大多
数の状況において，鉄道会社は，賦課金の支払いを回避すべくそのように行動する
実質的な能力を有しないであろう。

3 大多数の状況に
おいて〇

電力会社は，賦課金額を算定する基礎となる便益を受け取った（収益を計上した）。
賦課金の支払いを回避するためには，翌期の 4 月 1 日以前に市場から撤退する必要
がある。大多数の状況において，電力会社は，賦課金の支払いを回避すべくそのよ
うに行動する実質的な能力を有しないであろう。

4 大多数の状況に
おいて〇

銀行は，賦課金が累積する期間にわたり銀行として営業を行った。賦課金の支払い
を回避するためには，報告期間の終了日までに銀行としての営業を停止する必要が
ある。大多数の状況において，銀行は，賦課金の支払いを回避すべくそのように行
動する実質的な能力を有しないであろう。

5 ×
費用負担は，20X4年における市場への参入というひとつの行動によってのみ求めら
れる。メーカーは，報告期間の終了日時点において市場に参入していない。したがっ
て，債務の発生原因となる過去の事象が存在しない。

6

借手が将来の売
上を計上するこ
とを回避する実
質的な能力を有
しなければ〇

借手は，使用権資産と交換に，リース期間中の売上高の 1 ％相当額を貸手に支払わ
なければならない。多くの状況において，借手は，何らかの売上を計上することを
回避する実質的な能力を有していない。
（注）これは，借手の使用権と計上した収益の一定割合を移転する債務を，資産と負

債として別個に処理することを前提としている。

7 おそらく状況に
応じて〇

取得者は，事業を取得したことによって，当該事業が利益目標を達成した場合に
CU 5 百万を支払わなければならない。CU 5 百万の支払いを回避するためには，利
益目標を下回る必要がある。それが可能であるかは，具体的な事実や状況による。

3

1 〇
賞与は労働の対価として支払うものであり，その額は従業員が提供した労働力を基
礎として算定する。雇用主は，報告期間の終了日時点において， 2 年分の労働力の
提供を受けている。

2 〇 鉄道会社は，賦課金額を算定する基礎となる便益を受け取った（収益を計上した）。
3 〇 電力会社は，賦課金額を算定する基礎となる便益を受け取った（収益を計上した）。
4 〇 銀行は，賦課金が累積する期間にわたり銀行として営業を行った。

5 ×
費用負担は，20X4年における市場への参入というひとつの行動によってのみ求めら
れる。メーカーは，報告期間の終了日時点において市場に参入していない。したがっ
て，債務の発生原因となる過去の事象が存在しない。

6 〇

借手は，使用権資産と交換に，リース期間中の売上高の 1 ％相当額を貸手に支払わ
なければならない。
（注）これは，借手の使用権と計上した収益の一定割合を移転する債務を，資産と負

債として別個に処理することを前提としている。

7 〇 取得者は，事業を取得したことによって，当該事業が利益目標を達成した場合に
CU 5 百万を支払わなければならない。

（IASB 2013, pars. 3.76（Table 3.1）, 3.81（Table 3.2）, and 3.87（Table 3.3）をもとに筆者作成）

表2　見解1・見解2・見解3による判定
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物」）について，処理費用の発生時点に市場に
参入しているメーカーに対し，個々の市場占有
率等に応じて当該費用を比例的に負担すること
を求めている。費用負担が求められるメーカー
には，一般家庭からの過去廃棄物処理債務が生
じ，それを負債として認識する必要がある。
　これについて，IFRIC第 6 号は，「債務は将
来行動によってのみ生じる」とし，「測定期間（市
場占有率を決定する期間）における市場への参
入」を債務発生事象とする解釈を示している

（IFRIC 6 , par. 9 ）。いいかえれば，「将来の測
定期間に市場に参入する」という明確な意思に
よって，推定的債務が生じないということであ
る（IFRIC 6 , pars. BC 9  and BC10）。
　そうすると，例えば，2004年に 4 ％の占有率
を有する家庭用機器メーカーが市場から撤退し，
測定期間に設定された2007年の占有率が 0 %で
あれば，当該メーカーに一般家庭からの過去廃
棄物処理債務は存在しない。他方，2004年の占
有率が 0 ％，つまり，測定期間以前に市場に参
入していなかったメーカーが，市場に参入して
2007年に 3 ％の占有率を有していれば，当該
メーカーには一般家庭からの過去廃棄物処理債
務（ 処 理 費 用 総 額 の 3 ％ 相 当 ）が 存 在 す る

（IFRIC 6 , par. BC 5 ）。
3.2.2　IFRIC第21号
　IFRIC第21号は，賦課金の支払債務について，

「法が定めた賦課金を支払う契機となる報告主
体の行動」を債務発生事象とする解釈を示して
いる（IFRIC 21, par. 8 ）。例えば，法が当該行
動を「当期における収益の計上」と定め，かつ，
前期に計上した収益額を基礎として賦課金額を
算定するよう定めている場合，「当期における
収益の計上」が債務発生事象に該当する（表 3

（96頁）の設例を参照）。つまり，「前期におけ

る収益の計上」は，現在の債務が存在するため
の必要条件ではあるものの，十分条件であると
は い え な い と い う こ と で あ る（IFRIC 21, 
par. 8 ）。
　あわせて，IFRIC第21号は，将来期間に事業
を継続することを経済的に強制されることに
よって，将来期間の事業活動を支払いの契機と
する賦課金にかかる推定的債務は生じないとい
う解釈を示している（IFRIC 21, par. 9 ）。

3 . 3 　見解 B（＝見解 2）の適用例

　IAS第37号は，リストラクチャリングにかか
る推定的債務の識別について，見解 Bに基づく
解釈を示している。IAS第37号によれば，リス
トラクチャリングにかかる推定的債務 5 ）は，
次の 2 要件を充足する場合に生じる（IAS 37, 
par. 72）。

要件（a）：少なくとも，リストラクチャリン
グに関連する次の諸事項について，詳細か
つ正式な計画を有すること。

　　（ⅰ）関連する事業または事業の一部
　　（ⅱ）影響を受ける主たる事業所
　　（ⅲ）補償対象となる従業員の勤務地，職種，

おおよその人数
　　（ⅳ）支出額
　　（ⅴ）計画の実行時期

要件（b）：計画の実行に着手するかまたは計
画の要諦を通達することによって，リスト
ラクチャリングが実施されるであろうとい
う妥当な期待を，影響を受ける関係者が抱
くこと。

　要件（a）に加えて要件（b）を充足することに
より，報告主体は，リストラクチャリング計画
を実行すること以外に現実的な選択肢を有しな

・・・・・・・・・・・

─────────────────────────────────
5 ）	「推定的債務（constructive obligation）」とは，次に示す報告主体の行動により生じる債務をいう（IAS 37, par. 

10）。
		  （a）確立された過去の慣習，公表済の方針，または十分に明確な最新の声明により，他の主体に対して特定の 

　　 責任を果たすであろうことを示唆しており，
		  （b）その結果，責任を履行するであろうという妥当な期待を他の主体が抱くに至ったこと。
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い
・
（計画の実行に伴う経済的資源の移転を回避

する実質的な能力を有しない
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

）ということにな
る。したがって，リストラクチャリング計画の
実行の着手または通達が，債務発生事象に該当
する。

Ⅳ　問題の所在

4 . 1 　基準内・基準間の整合性

　経済的資源の移転が報告主体の将来行動に
よって条件付きとなる場合における債務の識別
について，IAS第37号（とその解釈指針）が項
目によって異なる見解を適用していることによ
り，整合性に関する次の 3 つの問題が指摘され
ている。

・基準内の整合性：IFRIC第 6 号および IFRIC
第21号の解釈（見解 A）と，IAS第37号
パラグラフ72の解釈（見解 B）が整合的
で は な い（IASB 2010b, pars. 5 and 6 ；
IASB 2015c, par. 1.2（a）；IASB 2015d, 
par. 1.12（c））。

・基準間の整合性：IFRIC第21号の解釈と，
IFRS第 2 号「株式報酬」の解釈（現金
決済型株式報酬取引）が整合的ではない

（4.3.2を参照）。
・米国基準との整合性：リストラクチャリン

グに関する IAS第37号の解釈と米国基
準の解釈が整合的ではない（IASB 2010b, 
par. 6 ）。ASC 420「撤退または処分費
用にかかる債務」は，撤退または処分計
画を通達することによって現在の債務は
生じないとしている（ASC 420-10-25- 2 ）。

4 . 2 　基準適用の首尾一貫性

　経済的資源の移転が報告主体の将来行動に
よって条件付きとなる場合における債務の識別
について，IAS第37号（とその解釈指針）がい
ずれの見解を適用すべきか明確にしている項目
は，前節において言及した 3 項目にとどまる。

しかも，IFRIC第 6 号と IFRIC第21号が見解
Aを適用する一方で IAS第37号パラグラフ72が
見解 Bを適用すること，つまり， 2 つの見解を
使い分ける論拠が明確ではなく，使い分けにつ
いての規則性を見出すことは難しい。そうする
と， 3 項目以外の多様な項目に対していずれの
見解を適用すべきかについて，財務諸表作成者
の判断に委ねることとなる。したがって，基準
適用の首尾一貫性が担保されない（IASB 2015c, 
par. 1.2（a）；IASB 2015d, par. 1.2）。

4 . 3 　IFRIC 第 21 号をめぐる問題

4.3.1　費用の配分
　IFRIC第21号は，表 3（96頁）に示すとおり，
収益を計上すると同時に賦課金の全額が発生す
る設例を提示している。
　IFRIC第21号によれば，20X1年 1 月 3 日に
収益を計上することが債務発生事象に該当し，
20X1年 1 月 3 日に賦課金の全額を負債として
認識する。そして，それと同時に，同額の費用
を認識することとなる。そうすると，とくに期
中報告における損益計算に及ぼす影響から，負
債相当額を何らかのかたちで借方側において
いったん資産計上できるかが問題となる。これ
について，IFRIC第21号は，借方側の会計処理
については他の諸基準を参照することとしてい
る（IFRIC 21, par. 3 ）。
　なお，賦課金を支払うことと引換えに何らか
の資産を獲得することを識別し，他の諸基準を
適用してそれを認識することは，実務上不可能
とされる（IASB 2015d, par. 1.11）。したがって，
表 3 の設例においては，賦課金の全額に相当す
る額を20X1年 1 月 3 日に費用計上する。しかし，

「賦課金の対象となる期間にわたって事業活動
を遂行するために支払う」という，反復的に生
じる賦課金の経済的実質に鑑みれば，賦課金の
対象となる20X1年度の各期中報告期間（四半
期）に費用を（均等）配分すべきであろう（IFRIC 
21, par. BC14；IASB 2015c, par. 1.2（b）；IASB 
2015d, par. 1.12（a））。
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　ちなみに，表 3 の設例については，「特定の
時点における収益の計上」という法形式に即し
て20X1年 1 月 3 日以前に債務が存在しないと
解することに対する疑問もあろうが，筆者が関
連する資料を渉猟した限りにおいて，借方側の
問題にのみ焦点が当てられている。
4.3.2　基準間の整合性
　IFRIC第21号の解釈（見解 A）は，現金決済
型株式報酬取引によって生じる負債の認識を規
定する IFRS第 2 号の解釈と整合的ではないこ
とが指摘されている。
　IFRS第 2 号は，株式報酬取引によって財ま
たは用役を獲得した時点において，当該財また
は用役を（資産または費用として）認識するこ
ととしている。そして，現金決済型株式報酬取
引によって財または用役を獲得した場合には，
それに伴う貸方増加分を負債として認識するこ
ととしている（IFRS 2 , pars. 7 and 8 ）。これは，
権利未確定の状況（つまり，所定の業績条件を
充足せず，少なくとも理論上は将来の支払いを
回避できる状況）にあっても現在の債務が存在
するという解釈を基礎とするものである（IASB 
2015c, par. 1.2（c）；IASB 2015d, par. 1.12（b））。

Ⅴ　�「2018 年概念フレームワーク」による
負債の定義と 3要件

5 . 1 　負債の定義と特徴

　「2018年概念フレームワーク」は，負債を「過
去の事象の結果として経済的資源を移転すると
いう報告主体の現在の債務（present obligation 
of the entity to transfer an economic resource 
as a result of past events）」（IASB 2018a, par. 
4.26）と定義している。
　「過去の事象の結果として生じる現在の債務
であり，決済に際し経済的便益を意味する資源
が流出することが予想されるもの」（IASB 
2010a, par. 4.4（b））という「2010年概念フレー
ムワーク」の負債の定義と比較すると，「2018
年概念フレームワーク」の負債の定義は，次の
4 つの特徴を有する。
（a）「経済的便益を意味する資源」が「経済

的資源（economic resource）」に置き換え
られ，「経済的便益を創出する潜在能力を
有する権利（right that has the potential 
to produce economic benefits）」（IASB 
2018a, par. 4.4）と別個に定義された。

（b）「予想される（expected）」という文言が

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，20X1年度（当期）に最初に収益を計上することをもって，賦課金の全額が課される。
・賦課金額は，20X0年度（前期）に計上した収益額を基礎として算定する。
・20X0年度には，収益を計上している。
・20X1年度は，20X1年 1 月 3 日に最初の収益を計上する。
【結論】
・20X1年 1 月 3 日に賦課金の支払いにかかる負債の全額を認識する。
【論拠】
・法によって，20X1年度に最初に収益を計上することが債務発生事象に該当する（20X0年度に収益を計上すること

は賦課金の支払いの契機となる活動に該当しない）ことが明確にされている。
・20X1年 1 月 3 日以前に，現在の債務は存在しない。
・20X0年度に収益を計上することは，現在の債務が存在するための必要条件であるものの，十分条件であるとはい

えない。
・20X0年度に計上した収益は，負債の測定額にのみ影響を及ぼす要因となる。
【期中報告】
・20X1年度の最初の期中報告期間（第 1 四半期）に負債の全額を認識する。

（IFRIC 21, Example 2をもとに筆者作成）

表3　賦課金の設例：収益を計上すると同時に賦課金の全額が発生するケース
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削除された。
（c）「過去の事象の結果として」という文言

が削除されなかった。
（d）「現在の」という文言が削除されなかっ

た。

　（a）は，「債務」と「債務から生じる経済的
便益を意味する資源の流出」が明確に区別され
ていないという「2010年概念フレームワーク」
の定義に対する指摘に対処すべく，「負債は債
務である」ことを強調することを目的としてい
る。また，経済的資源を別個に定義して定義本
体を簡素化することにより，「過去の事象の結
果として報告主体が支配する現在の経済的資源

（present economic resource controlled by the 
entity as a result of past events）」（IASB 
2018a, par. 4.3）という資産の定義との対称性

（資産は経済的資源であり，負債は債務である
こと）を強調することに資する（IASB 2018b, 
pars. BC4.3（b）, BC4.6, and BC4.7）。
　（b）は，「予想される」という文言が定義の
充足を判定する際に蓋然性の閾値と解される可
能性があること，および認識要件 6 ）との関係
が明確ではないという「2010年概念フレーム
ワーク」の定義に対する指摘に対処すべく，当
該文言を削除し，「負債は債務である」とする
定義をより適切に運用することを目的としてい
る。これにより，保険負債や不確実な将来事象
を条件として経済的資源を移転する債務（いわ
ゆる待機債務）が負債の定義を充足することが
明確となる。また，（存在および結果の）不確
実性を認識または測定において勘案すべきこと
がより明確となる（IASB 2015b, par. BC4.14

（b）；IASB 2018b, pars. BC4.3（a）and BC4.9）。
ちなみに，「予想される」という文言を削除し
ても，負債の範囲は広くも狭くもならないとさ

れる（IASB 2015b, par. BC4.17）。
　（c）は，①「過去の事象の結果として」とい
う文言が深刻な問題を引き起こしているわけで
はないこと，および②債務の識別について見解
2（＝見解 B）を採ることにより（5.2.1を参照），
過去の事象の結果として債務が生じることを明
確にする必要があること（5.2.3を参照）が論拠
とされる（IASB 2018b, pars. BC4.17 and BC4.67）。
　（d）は，①過去の事象の結果として債務が生
じたという事実だけでは，今もなお債務が存在
することを担保できないこと，および②資産の
定義にも「現在の」という文言を追加すること
により，資産と負債の定義の対称性を強調する
ことが論拠とされる（IASB 2018b, par. BC4.18）。

5 . 2 　負債の 3要件

　「2018年概念フレームワーク」は，負債とな
る項目が次に示す 3 要件のすべてを充足するこ
とを求めている（IASB 2018a, par. 4.27）。

要件（a）：報告主体に債務が存在すること。
要件（b）：経済的資源を移転する債務である

こと。
要件（c）：過去の事象の結果として存在する

現在の債務であること。

5.2.1　要件（a）：債務が存在すること
　「2018年概念フレームワーク」は，債務を「報
告主体が回避する実質的な能力を有しない

・・・・・・・・・・・
義務

ま た は 責 任（a duty or responsibility that an 
entity has no practical ability to avoid）」（傍
点筆者）（IASB 2018a, par. 4.29）としている。
なお，相手方として特定の主体を識別する必要
はない（IASB 2018a, par. 4.29）。
　要件（a）は，例えば，次のとおり運用する

（IASB 2018a, pars. 4.31-4.34）。
・自身の商慣習，公表済の方針，または明確

─────────────────────────────────
6 ）	「2010年概念フレームワーク」は，負債の定義を充足することを前提として，次に示す 2 要件を負債の認識要

件としている（IASB 2010a, pars. 4.38 and 4.46）。
	 ・現在の債務を決済することにより，経済的便益を意味する資源が流出する蓋然性が高いこと。
	 ・信頼性をもって決済額（原価または価値）を測定することができること。
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な声明に反する行動を採る実質的な能力を
・・・・・・・

有しなければ
・ ・ ・ ・ ・ ・

，債務が存在する（推定的債
務）。

・経済的資源を移転する義務または責任が，
自身の将来行動（将来における特定の事業
の遂行，市場への参入，契約に基づくオプ
ションの行使）によって条件付きとなる場
合，当該行動を回避する実質的な能力を有

・・・・・・・・

しなければ
・ ・ ・ ・ ・

，債務が存在する（将来の行動
によって条件付きとなる債務）。つまり，

「2018年概念フレームワーク」は，債務の
識別について見解2（＝見解 B）を採用して
いる。

・経済的資源の移転を回避できても，そうす
ることによって著しく不利な経済的帰結が
もたらされるならば，経済的資源の移転を
回避する実質的な能力を有しない可能性が

・・・・

ある
・ ・

（経済的強制に基づく債務）。ただし，
単に経済的資源を移転するという意思を有
することや移転の蓋然性が高いだけでは，
移転を回避する実質的な能力を有しないと
認めるには十分ではない。

・「ゴーイングコンサーン」を前提とすると，
清算または取引を停止することによってで
しか経済的資源の移転を回避することがで
きなければ，経済的資源の移転を回避する
実質的な能力を有しない
・・・・・・・・・・・

。

　なお，「2018年概念フレームワーク」は，「推
定的債務」と「経済的強制」を用いないことと
した（IASB 2018b, par. BC4.58）。
5.2.2　�要件（b）：経済的資源を移転する債務

であること
　「2018年概念フレームワーク」は，「債務は，
他の主体に経済的資源を移転することを報告主
体に求める潜在能力を有していなければならな
い。」としている。なお，ここにいう「潜在能
力（potential）」については，経済的資源を移転
することが確実である（certain）必要も，また，
起こりうる（likely）必要もない。すでに債務が

存在し，少なくともあるひとつの状況において
経済的資源の移転が求められれば足りる。つま
り，たとえ経済的資源の移転が求められる蓋然
性が低くとも，要件（b）を充足するということ
である。経済的資源の移転に関する蓋然性は，
認識または測定において勘案する（IASB 2018a, 
pars. 4.37 and 4.38）。
　「2018年概念フレームワーク」は，経済的資
源を移転する債務の例として，次のものを挙げ
ている（IASB 2018a, par. 4.39）。
（ⅰ）現金を支払う債務
（ⅱ）財を移転するかまたは用役を提供する債

務
（ⅲ）不利な条件によって他の主体と経済的資

源を交換する債務
（ⅳ）将来の不確実な事象の発生によって経済

的資源の移転を求められる債務（待機債
務）

（ⅴ）金融商品を発行する債務

　（ⅲ）について，不利な条件によって
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

他の主
体と経済的資源を交換することによって，経済
的資源の移転が生じることに留意を要する（8.9
および8.10を参照）。なお，（ⅳ）に関して，「2018
年概念フレームワーク」は，「待機債務」を用
いないこととした（IASB 2018b, par. BC4.63）。
5.2.3　�要件（c）：過去の事象の結果として存

在する現在の債務であること
　「2018年概念フレームワーク」は，債務の識
別について見解2（＝見解 B）を採る。つまり，
債務は，「実質的に」無条件であればよい。そ
うすると，債務が「厳密に」無条件となる以前
の時点において，未発生の事象を回避する実質
的な能力を有しなければ債務が存在すると判定
されることとなろう。しかし，当該債務は，過
去の事象の結果として存在する現在の債務であ
るとまではいえない（IASB 2018b, pars. BC4.66 
and BC4.67）。
　そこで，「2018年概念フレームワーク」は，
過去の事象の結果として現在の債務が存在する
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ための要件として，次の 2 要件を提示した
（IASB 2018a, par. 4.43）。

要件（ⅰ）：すでに経済的便益を獲得するか
または行動していること。

要件（ⅱ）：要件（ⅰ）を充足する結果，そう
しなければ移転する必要のな
かった経済的資源の移転を求め
られる可能性があること。

　要件（ⅰ）について，獲得する「経済的便益」
としては，例えば，財または用役が該当する。
また，「行動」としては，例えば，特定の事業
活動または特定の市場における事業活動が該当
する。なお，経済的便益の受取りや行動が一定
期間にわたり継続する場合，それによって生じ
る現在の債務は，当該期間にわたって累積して
いく（IASB 2018a, par. 4.44）。
　上記 2 要件は，例えば，次のとおり運用する

（IASB 2018a, pars. 4.45-4.47）。
・新法が成立した場合，当該法を適用して経

済的便益を受け取るかまたは行動した結果，
そうしなければ移転する必要のなかった経
済的資源の移転が求められる可能性がある
場合，現在の債務が生じる。つまり，法が
成立しただけでは，現在の債務が生じるに
十分とはいえない（新法の制定）。

・自身の商慣習，公表済の方針，または明確
な声明によって経済的便益を受け取るか，
またはそれらに基づき行動した結果，そう
しなければ移転する必要のなかった経済的
資源の移転が求められる可能性がある場合，
現在の債務が存在する（推定的債務）。

　また，契約上，将来の一定時点まで相手方か
ら経済的資源の移転（現金の支払いや用役の提
供）を求められなくとも，契約に基づく債務は
存在しうる。さらに，従業員から労働力の提供
を受けるまで，給与の支払いにかかる債務は生

じない（未履行契約）。
5.2.4　負債の3要件のまとめ
　以上，要件（c）の具体化をふまえて負債の 3
要件を整理すれば，次のとおりである。

要件（a）：報告主体に債務（経済的資源の移
転を回避する実質的な能力を有しない義務
または責任）が存在すること。

要件（b）：経済的資源を移転する債務である
こと。つまり，他の主体に経済的資源を移
転することを報告主体に求める潜在能力を
有すること。

要件（c）：過去の事象の結果として存在する
現在の債務であること。具体的には，

　　（ⅰ）すでに経済的便益を獲得するかまた
は行動していること。

　　（ⅱ）（ⅰ）の結果，そうしなければ移転す
る必要のなかった経済的資源の移転
を求められる可能性があること。

Ⅵ　負債の 3要件の適用①

　本節からⅧ節にかけて，「2018年概念フレー
ムワーク」が債務の識別をはじめとする負債の
定義の充足を判定するプロセスと判定結果に及
ぼす影響を具体的に確認していく。
　本節は，債務の識別について IFRIC第21号
によって見解 A（＝見解 1 ）を適用することが
明確にされている賦課金を取り上げる。なお，
賦課金については，表 4 の設例を除き債務発生
事象の解釈が変化する（しうる）ことから，認
識に及ぼす影響についても言及する 7 ）。

6 . 1 　�賦課金①：収益を計上するにつれて
賦課金が発生するケース

　IFRIC第21号は，表 4 に示すとおり，収益を
計上するにつれて賦課金が発生する設例を提示
している。
　IFRIC第21号によれば，20X1年度に収益を

─────────────────────────────────
7 ）	 なお，いずれの設例においても，引当金の認識要件のすべてを充足すると認められる。



滋賀大学経済学部研究年報Vol．26　　2019─ 111  ─

計上することが債務発生事象となり，期中報告
期間の終了日まで収益を計上したことを根拠と
する賦課金の支払債務が存在する。いいかえれ
ば，将来に収益を計上することを根拠とする債
務は存在しない。しかも，債務は，収益を計上
する期間にわたって累積するという性質を有す
る。そこで，認識する負債額は，収益を計上す
るにつれて増加する。
　それをふまえて，例えば，期中報告期間（第
2 四半期）の終了日である20X1年 6

・
月30日時点
・・・・・・

における賦課金の支払いについて，負債の 3 要
件の充足を判定すれば，表 5 のとおりとなる。
　表 5 より，20X1年 6 月30日時点において，
3 要件のすべてを充足する賦課金の支払債務が
存在する。要件（c）は，20X1年 6 月30日まで収
益を計上したことをもって充足すると判定され
る。つまり， 3 要件を適用しても，IFRIC第21
号と同様，20X1年度に収益を計上することが
債務発生事象となる。そして，負債は，20X1

年 1 月 1 日から 6 月30日まで収益を計上するに
つれて認識する。20X1年 6 月30日時点におけ
る負債額は，20X1年 6 月30日までに計上した
収益額を基礎として算定する。なお，20X1年
7 月 1 日以降に収益を計上することを根拠とす
る賦課金の支払債務は存在しない。

6 . 2 　�賦課金②：収益を計上すると同時に
賦課金の全額が発生するケース

　IFRIC第21号によれば，表 3（96頁）の設例
について，20X1年 1 月 3 日に収益を計上する
ことが債務発生事象となる。いいかえれば，そ
れ以前の時点において，賦課金の支払債務は存
在しない。
　それをふまえて，前年度の年次報告期間の終
了日である20X

・・・
0
・

年12月31日時点
・・・・・・・ ・ ・

における20X
・・・

1
・

年度
・・

の賦課金の支払いについて，負債の 3 要件
の充足を判定すれば，表 6 のとおりとなる。
　要件（a）について，報告主体は，通常，清算

要件 判定 説　　明

（a） 〇 20X1年 1 月 1 日から同年 6 月30日まで収益を計上しており，賦課金の支払いを回避する実質
的な能力を有しない（法的に強制される）。

（b） 〇 賦課金は，政府に現金を移転することを報告主体に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 20X1年 1 月 1 日から同年 6 月30日まで収益を計上した。

（ⅱ） 〇 20X1年 1 月 1 日から同年 6 月30日まで収益を計上した結果，そうしなければ移転する必要の
なかった経済的資源の移転を求められる。

（筆者作成）

表5　賦課金への当てはめ①：収益を計上するにつれて賦課金が発生するケース

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，賦課金は，報告主体が20X1年度に収益を計上するにつれて課される。
・賦課金額は，20X1年度に計上した収益額を基礎として算定する。
【結論】
・20X1年度に収益を計上するにつれて負債を認識する。
【論拠】
・法によって，20X1年度に収益を計上することが債務発生事象となることが明確にされている。
・20X1年度のいかなる時点においても，その時点まで収益を計上したことを根拠とする債務が存在する。
・将来に収益を計上することを根拠とする債務は存在しない。
【期中報告】
・20X1年 1 月 1 日から期中報告期間の終了日まで収益を計上したことを根拠とする債務が存在する。したがって，

収益を計上するにつれて負債を認識する。

　（IFRIC 21, Example 1をもとに筆者作成）

表4　賦課金の設例：収益を計上するにつれて賦課金が発生するケース
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または取引を停止することによってでしか，
20X1年度に収益を計上することを回避できな
い。したがって，大多数の状況において，報告
主体は，賦課金の支払いを回避する実質的な能
力を有しないといってよい。そうすると，
20X0年12月31日時点において， 3 要件のすべ
てを充足する20X1年度の賦課金の支払債務が
存在する。要件（c）は，20X0年度に収益を計上
することをもって充足すると判定される。つま
り， 3 要件を適用すると，IFRIC第21号とは異
なり，20X0年度に収益を計上することが債務
発生事象となる。しかも，債務は，収益を計上
する期間にわたって累積するという性質を有す
る。そこで，負債は，20X0年度に収益を計上
するにつれて認識する（IASB 2016, p. 20）。そ
の 結 果，20X0年12月31日 の 時 点 に お い て，

20X1年 1 月 3 日に収益を計上することによっ
て課される賦課金の全額が，負債として認識さ
れる。

6 . 3 　�賦課金③：所定の日に銀行として営
業すれば賦課金の全額が発生する
ケース

　IFRIC第21号は，表 7 に示すとおり，所定の
日に銀行として営業する場合に賦課金の全額が
発生する設例を提示している。
　IFRIC第21号によれば，20X1年12月31日に
銀行として営業することが債務発生事象となる。
いいかえれば，それ以前の時点において，賦課
金の支払債務は存在しない。
　それをふまえて，例えば，期中報告期間（第
2 四半期）の終了日である20X

・・・
1
・

年
・

6
・

月30日時点
・・・・・・

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

20X1年度に収益を一切計上しないことによってでしか，賦課金の支払いを回避することがで
きない。また，20X1年度に収益を一切計上しなければ，賦課金を支払うことよりも著しく経
済的に不利な帰結がもたらされることが予想される。

（b） 〇 賦課金は，政府に現金を移転することを報告主体に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 20X0年度に収益を計上した。

（ⅱ） 〇 20X0年度に収益を計上した結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転
を求められる可能性がある。

（IASB 2016, p. 20をもとに筆者作成）

表6　賦課金への当てはめ②：収益を計上すると同時に賦課金の全額が発生するケース

【前提条件】
・報告主体は，銀行業を営んでいる。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，年次報告期間の終了日に銀行として営業することをもって，賦課金の全額が課される。
・賦課金額は，年次報告期間の終了日に有する負債額に 0 . 1 % を乗じることにより算定する（必要に応じて月割計算

を行う）。
【結論】
・20X1年12月31日に負債の全額を認識する。
【論拠】
・法によって，年次報告期間の終了日に銀行として営業することが債務発生事象となることが明確にされている。
・年次報告期間の終了日以前の時点において，将来に銀行として営業することを経済的に強制される状況にあっても，

現在の債務は生じない。
・賦課金を支払う契機となるのは，法が定めるとおり，年次報告期間の終了日に銀行として営業することである。

それは，20X1年12月31日まで行われない。かかる結論は，賦課金額について月割計算を行う場合であっても変わ
らない。

【期中報告】
・20X1年12月31日を含む期中報告期間（第 4 四半期）に負債の全額を認識する。

（IFRIC 21, Example 3 をもとに筆者作成。賦課金額の算定条件については，IASB 2016, p.21により追加。）

表7　賦課金の設例：所定の日に銀行として営業すれば賦課金の全額が発生するケース
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における賦課金の支払いについて，負債の 3 要
件の充足を判定すれば，表 8 のとおりとなる。
　要件（a）について，報告主体は，通常，清算
または取引を停止することによってでしか，
20X1年12月31日までに銀行としての営業を停
止するかまたは負債額をゼロにすることができ
ない。したがって，大多数の状況において，報
告主体は，20X1年 6 月30日時点において，賦
課金の支払いを回避する実質的な能力を有しな
いといってよい。そうすると，20X1年 6 月30
日時点において， 3 要件のすべてを充足する賦
課金の支払債務が存在する。要件（c）は，20X1
年度に銀行として営業すること（ 1 月 1 日から
6 月30日まで）をもって充足すると判定される。
つまり， 3 要件を適用すると，IFRIC第21号と
は異なり，20X1年度に銀行として営業するこ
とが債務発生事象となる。しかも，債務は，銀
行として営業する期間にわたって累積するとい
う性質を有する。そこで，負債は，20X1年度

に銀行として営業するにつれて認識する（IASB 
2016, p. 21）。最終的な賦課金額は，20X1年12
月31日に確定する。　

6 . 4 　�賦課金④：一定額（閾値）を超える
収益を計上すれば賦課金が発生す
るケース

6.4.1　�基本型（閾値を超える収益額を基礎とし
て賦課金額を算定する場合）

　IFRIC第21号は，表 9 に示すとおり，一定額
（閾値）を超える収益を計上した場合に賦課金
が発生する設例を提示している。
　IFRIC第21号によれば，収益計上額が CU50
百万に到達した20X1年 7 月17日以降に（CU50
百万を超える）収益を計上することが債務発生
事象となる。いいかえれば，それ以前の時点に
おいて，賦課金の支払債務は存在しない。
　それをふまえて，収益計上額が CU50百万に
到達する以前の期中報告期間（第 2 四半期）の

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

20X1年12月31日までに，銀行としての営業を停止するかまたは負債額（顧客からの預金を含
む）をゼロにすることによってでしか，賦課金の支払いを回避することはできない。また，銀
行としての営業を停止するかまたは負債額をゼロとすれば，賦課金を支払うことよりも著しく
経済的に不利な経済的帰結がもたらされると予想される。

（b） 〇 賦課金は，政府に現金を移転することを報告主体に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 20X1年 1 月 1 日から同年 6 月30日まで銀行として営業した。

（ⅱ） 〇 20X1年 1 月 1 日から同年 6 月30日まで銀行として営業した結果，そうしなければ移転する必
要のなかった経済的資源の移転を求められる可能性がある。

（IASB 2016, p. 21をもとに筆者作成）

表8　賦課金への当てはめ③：所定の日に銀行として営業すれば賦課金の全額が発生するケース

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，20X1年に CU50百万を超える収益を計上することをもって，賦課金が課される。
・賦課金額は，CU50百万を超える収益額に 2 ％を乗じることにより算定する。
・20X1年 7 月17日，収益計上額が CU50百万に到達した。
【結論】
・20X1年 7 月17日から同年12月31日にかけて，（CU50百万を超える）収益を計上するにつれて負債を認識する。
【論拠】
・法によって，閾値（CU50百万）を超える収益を計上することが債務発生事象となることが明確にされている。
【期中報告】
・20X1年 7 月17日から同年12月31日（第 3 四半期および第 4 四半期）にかけて，（CU50百万を超える）収益を計上す

るにつれて負債を認識する。

（IFRIC 21, Example 4 をもとに筆者作成）

表9　賦課金の設例：閾値を超える収益を計上すれば賦課金が発生するケース（基本型）
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終了日である20X1年 6
・

月30日時点
・・・・ ・ ・

における賦
課金の支払いについて，負債の 3 要件の充足を
判定すれば，表10のとおりとなる。
　要件（a）について，20X1年 7 月17日に収益計
上額がCU50百万に到達した事実をふまえれば，
20X1年 6 月30日時点において，20X1年度の収
益計上額が CU50百万を超えることが確実視さ
れる状況にあるといってよい。かかる状況にお
いて，報告主体は，通常，20X1年 7 月17日ま
でに清算または取引を停止することによってで
しか，CU50百万を超える収益を計上すること
を回避できない。したがって，大多数の状況に
おいて，報告主体は賦課金の支払いを回避する
実質的な能力を有しないといってよいから，要
件（a）を充足する。
　そして，要件（c）（ⅰ）の判定対象を「閾値
を超える収益の計上」とすれば，20X1年 7 月
17日まで要件（c）を充足しないから，20X1年 6
月30日時点において， 3 要件のすべてを充足す
る賦課金の支払債務は存在しない（IASB 2016, 
p. 22）。つまり， 3 要件を適用しても，IFRIC
第21号と同様，閾値を超える収益を計上するこ
とが債務発生事象となる。
　他方，要件（c）（ⅰ）の判定対象を「賦課金
が課される要因となる収益の計上」とすれば，

（ ⅰ ）20X1年 6 月30日 ま で に（CU50百 万 未 満
の）収益を計上し，（ⅱ）その結果，移転する必
要のなかった経済的資源の移転（賦課金の支払
い）を求められる可能性がある。したがって，
20X1年 6 月30日時点において要件（c）を充足し，
3 要件のすべてを充足する賦課金の支払債務が
存在する（IASB 2016, p. 22）。要件（c）は，賦

課金が課される要因となる収益を計上すること
をもって充足すると判定される。つまり， 3 要
件を適用すると，IFRIC第21号とは異なり，
20X1年度に収益を計上することが債務発生事
象となる。しかも，債務は，収益を計上する期
間にわたって累積するという性質を有する。そ
こで，負債は，20X1年 1 月 1 日から同年 6 月
30日にかけて収益を計上するにつれて認識する。
最終的な賦課金額は，20X1年12月31日までに
計上された収益額に基づき確定する。
6.4.2　�修正型（収益総額を基礎として賦課金額

を算定する場合）
　また，IFRIC第21号は，表11に示すとおり，
表 9 の設例の前提条件を修正した設例をあわせ
て提示している。表11の設例は，20X1年度に
計上した収益総額を賦課金額の算定基礎とする
点において，表 9 の設例と異なる。
　IFRIC第21号によれば，①20X1年 7 月17日
に収益計上額が CU50百万に到達することが

「第 1 の」債務発生事象となり，同日に負債
CU 1 百万を認識する。そして，②収益計上額
が CU50百万に到達した20X1年 7 月17日以降に

（CU50百万を超える）収益を計上することが「第
2 の」債務発生事象となり，収益を計上するに
つれて負債を認識する。いいかえれば，それ以
前の時点において，賦課金の支払債務は存在し
ない。
　それをふまえて，上記①の部分について，収
益計上額が CU50百万に到達する以前の期中報
告期間（第 2 四半期）の終了日である20X1年 6

・

月30日時点
・・・・・・

における賦課金の支払いについて負
債の 3 要件の充足を判定すれば，表12のとおり

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

20X1年度に CU50百万を超える収益を計上しないことによってでしか，賦課金の支払いを
回避することはできない。また，CU50百万を超える収益を計上しなければ，賦課金を支
払うことよりも著しく経済的に不利な帰結がもたらされると予想される。

（b） 〇 賦課金は，政府に対して現金を移転することを報告主体に求める潜在能力を有する。

（c） 基準（解釈指針）
レベルで決定する

（ⅰ）の判定対象を「閾値（CU50百万）を超える収益の計上」と「賦課金が課される要因と
なる収益の計上」のいずれとすべきか，基準（解釈指針）レベルで決定する必要がある。

（IASB 2016, p. 22をもとに筆者作成）

表10　賦課金への当てはめ④：閾値を超える収益を計上すれば賦課金が発生するケース（基本型）
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となる 8 ）。
　要件（a）について，20X1年 7 月17日に収益計
上額がCU50百万に到達した事実をふまえれば，
20X1年 6 月30日時点において，20X1年度の収
益計上額が CU50百万に到達することが確実視
される状況にあるといってよい。かかる状況に
おいて，報告主体は，通常，20X1年 7 月17日
までに清算または取引を停止することによって
でしか，収益計上額が CU50百万に到達するこ
とを回避できない。したがって，大多数の状況
において，報告主体は賦課金 CU 1 百万の支払
いを回避する実質的な能力を有しないといって

よいから，要件（a）を充足する。
　そして，要件（c）（ⅰ）の判定対象を「閾値
に到達する収益の計上」とすれば，20X1年 7
月17日まで要件（c）を充足しないから，20X1年
6 月30日時点において， 3 要件のすべてを充足
する賦課金の支払債務は存在しない。つまり，
3 要件を適用しても，IFRIC第21号と同様，収
益計上額が閾値に到達することが債務発生事象
となる。
　他方，要件（c）（ⅰ）の判定対象を「賦課金
が課される要因となる収益の計上」とすれば，

（ ⅰ ）20X1年 6 月30日 ま で に（CU50百 万 未 満

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

20X1年度に CU50百万未満の収益を計上することによってでしか，賦課金 CU 1 百万の支
払いを回避することができない。また，20X1年度に計上する収益を CU50百万未満に制限
すれば，賦課金 CU 1 百万を支払うことよりも著しく経済的に不利な帰結がもたらされる
ことが予想される。

（b） 〇 賦課金は，政府に現金を移転することを報告主体に求める潜在能力を有する。

（c） 基準（解釈指針）
レベルで決定する

（ⅰ）の判定対象を「閾値（CU50百万）に到達する収益の計上」と「賦課金が課される要因
となる収益の計上」のいずれとすべきか，基準（解釈指針）レベルで決定する必要がある。

（筆者作成）

表12　賦課金への当てはめ⑤：閾値を超える収益を計上すれば賦課金が発生するケース（修正型）

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，20X1年に CU50百万を超える収益を計上することをもって，賦課金が課される。
・賦課金額は，20X1年度に計上した収益総額に 2 ％を乗じることにより算定する。
・20X1年 7 月17日，収益計上額が CU50百万に到達した。
【結論①】
・20X1年 7 月17日に，それまでに計上した収益額 CU50百万を基礎とする負債 CU 1 百万（CU50百万× 2 ％）を認識

する。
【論拠①】
・法によって，閾値（CU50百万）に到達する収益を計上することが債務発生事象となることが明確にされている。そ

して，20X1年 7 月17日に収益計上額が CU50百万に到達した。
【期中報告①】
・20X1年 7 月17日を含む期中報告期間（第 3 四半期）に，収益額 CU50百万を基礎とする負債 CU 1 百万を認識する。
【結論②】
・20X1年 7 月17日から同年12月31日にかけて，（CU50百万を超える）収益を計上するにつれて負債を認識する。
【論拠②】
・法によって，閾値（CU50百万）を超える収益を計上することが債務発生事象となることが明確にされている。そして，

20X1年 7 月17日に収益計上額が CU50百万に到達した。
【期中報告②】
・20X1年 7 月17日から同年12月31日（第 3 四半期および第 4 四半期）にかけて，（CU50百万を超える）収益を計上す

るにつれて負債を認識する。

　（IFRIC 21, Example 4をもとに筆者作成）

表11　賦課金の設例：閾値を超える収益を計上すれば賦課金が発生するケース（修正型）

─────────────────────────────────
8 ）	 上記②の部分については，表10と同様に判定することができるため，割愛する。
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の）収益を計上し，（ⅱ）その結果，移転する必
要のなかった経済的資源の移転を求められる可
能性がある。したがって，20X1年 6 月30日時
点において要件（c）を充足し， 3 要件のすべて
を充足する賦課金の支払債務が存在する。要件

（c）は，賦課金が課される要因となる収益を計
上することをもって充足すると判定される。つ
まり， 3 要件を適用すると，IFRIC第21号とは
異なり，20X1年度に収益を計上することが債
務発生事象となる。しかも，債務は，収益を計
上する期間にわたって累積するという性質を有
する。そこで，負債は，20X1年 1 月 1 日から
同年 6 月30日にかけて収益を計上するにつれて
認識する。なお，賦課金額 CU 1 百万は，収益
計上額が CU50百万に到達する 7 月17日に確定
する。
6.4.3　図示による負債の認識パターンの比較
　閾値を超える収益を計上すれば賦課金が発生
するケースはやや複雑であるため，負債の認識
パターンを図示しておこう。なお，図示に際し，
20X1年12月31日までに計上した収益総額を
CU100百万とし，便宜上，収益は20X1年 1 月
1 日より規則的に計上することとする。
6.4.3.1　基本型
　表 9（102頁）の設例について，IFRIC第21号
を適用した場合における負債の認識パターンは，
図 1（106頁）のとおりである。なお，最終的な
賦 課 金 額 は，CU100万（（CU100百 万 － CU50
百万）× 2 %）となる。
　次に，表 9 の設例に「2018年概念フレームワー
ク」が提示する負債の 3 要件を適用し，要件（c）

（ⅰ）の判定対象を「閾値を超える収益の計上」
とした場合における負債の認識パターンは，図
1 と同様となる。他方，要件（c）（ⅰ）の判定
対象を「賦課金が課される要因となる収益の計
上」とした場合における負債の認識パターンは，
図 2（106頁）のとおりである。
6.4.3.2　修正型
　表11（104頁）の設例について，IFRIC第21号
を適用した場合における負債の認識パターンは，

図 3（106頁）のとおりである。なお，最終的な
賦課金額は，CU200万（CU100百万× 2 %）とな
る。
　次に，表11の設例に「2018年概念フレームワー
ク」が提示する負債の 3 要件を適用し，要件（c）

（ⅰ）の判定対象を「①閾値に到達する収益の
計上／②閾値を超える収益の計上」とした場合
における負債の認識パターンは，図 3 と同様と
なる。他方，要件（c）（ⅰ）の判定対象を「賦
課金が課される要因となる収益の計上」とした
場合における負債の認識パターンは，図 4（106
頁）のとおりである。

6 . 5 　�債務発生事象の解釈が変化するこ
とによる影響

　賦課金の設例（表 3 ，表 4 ，表 7 ，表 9 ，お
よび表11）について，IFRIC第21号と「2018年
概念フレームワーク」が提示する負債の 3 要件
を適用した場合における負債の認識時点（期
間）と認識パターンを比較すれば，表13（106頁）
のとおりである。なお，表 9 および表11の設例
については，要件（c）（ⅰ）の適用対象に応じ
て「2018年概念フレームワーク」を適用した場
合の認識時点（期間）と認識パターンを 2 とお
り示している。
　表13に示すとおり，債務発生事象の解釈が変
化することに伴い，負債の認識時点（期間）と
認識パターンが変化することにより，次の変化
や問題が生じる。
6.5.1　見積りの必要性
　いずれの設例においても，IFRIC第21号を適
用すれば，負債を認識する時点において賦課金
額が確定しており，賦課金額の見積りを要しな
い。他方，「2018年概念フレームワーク」が提
示する負債の 3 要件を適用すると，賦課金額を
見積もる必要が新たに生じる。具体的には，次
のとおりである。

・表 7 の設例に 3 要件を適用すると，負債は，
20X1年度中に銀行として営業するにつれ
て認識する。したがって，期中報告に際し，
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賦課金額を算定するために年次報告期間の
終了日に銀行が有する負債額を見積もる必
要がある。

・表 9 および表11の設例に 3 要件を適用する
と（要件（c）（ⅰ）の判定対象は「賦課金が
課される要因となる収益の計上」とする），

表 IFRIC 第21号 2018年概念フレームワーク
認識時点（期間） 認識パターン 認識時点（期間） 認識パターン

4 20X1年 1 月 1 日～
同年12月31日 収益を計上するにつれて認識 20X1年 1 月 1 日～

同年12月31日 収益を計上するにつれて認識

3 20X1年 1 月 3 日 全額認識 20X0年 1 月 1 日～
同年12月31日 収益を計上するにつれて認識

7 20X1年12月31日 全額認識 20X1年 1 月 1 日～
同年12月31日 銀行として営業するにつれて認識

9 20X1年 7 月17日～
同年12月31日

閾値を超える収益を計上するにつれ
て認識

20X1年 7 月17日～
同年12月31日

閾値を超える収益を計上するにつれ
て認識

20X1年 1 月 1 日～
同年12月31日 収益を計上するにつれて認識

11

20X1年 7 月17日 閾値に到達する収益を計上した時点
において全額認識

20X1年 7 月17日 閾値に到達する収益を計上した時点
において全額認識

20X1年 1 月 1 日～
同年12月31日 収益を計上するにつれて認識

20X1年 7 月17日～
同年12月31日

閾値を超える収益を計上するにつれ
て認識

20X1年 7 月17日～
同年12月31日

閾値を超える収益を計上するにつれ
て認識

20X1年 1 月 1 日～
同年12月31日 収益を計上するにつれて認識

（筆者作成）

表13　負債の認識時点（期間）および認識パターンの比較

図3　修正型（IFRIC 第21号を適用した場合） 図4　�修正型（「2018年概念フレームワーク」を適用
した場合）
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図1　基本型（IFRIC 第21号を適用した場合） 図2　�基本型（「2018年概念フレームワーク」を適用
した場合） 
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負債は，20X1年 1 月 1 日から収益を計上
するにつれて認識する（図 2 および図 4 を
参照）。したがって，期中報告に際し，賦
課金額を算定するために20X1年度に計上
する収益総額を見積もる必要がある 9 ）。

　なお， 3 要件の適用に伴い新たに見積りを要
することとなっても，見積りが不可能とまでは
いえないであろうことから，引当金の認識要件
をすべて充足することに変わりない。
6.5.2　費用の平準化
　負債を認識すると同時に同額の費用を認識す
ることを前提とすれば，表 3 および表 7 の設例
に負債の 3 要件を適用すると，特定の時点では
なく，20X1年 1 月 1 日から同年12月31日にか
けて費用を認識することとなる。同様に，表 9
および表11の設例に負債の 3 要件を適用すると

（要件（c）（ⅰ）の判定対象は「賦課金が課され
る要因となる収益の計上」とする），特定の時
点または特定の期間ではなく，20X1年 1 月 1
日から同年12月31日にかけて費用を認識するこ
ととなる。そうすると，IFRIC第21号を適用し
た場合と比べて，各期中報告期間に計上される
費用額が平準化される。
6.5.3　費用の期間帰属（年次報告期間のズレ）
　表 3 の設例に負債の 3 要件を適用すると，費
用を認識する年度が前倒しされることに留意を

要する。例えば，表 3 の設例における賦課金額
を20X0年度に計上した収益総額 CU10,000の
1 %（＝ CU100）とし，収益が四半期ごとに
CU2,500ずつ計上されたとすれば，IFRIC第21
号と「2018年概念フレームワーク」が提示する
負債の 3 要件を適用した場合における負債
CU100および費用 CU100の認識時点（期間）と
認識パターンは，表14のとおりとなる。
　表14のとおり，負債の 3 要件を適用すると，
20X
・・・

0
・

年度
・・

に費用も四半期ごとに CU25ずつ計上
されることとなる（IASB 2019b, p. 6 ）。そこで，
賦課金が20X1年度の事業活動を対象とするも
のであり，費用を20X1年度の各四半期に帰属
させようとするのであれば，負債を認識する
20X0年度に費用を計上しないための措置を講
じる必要がある。これについて，「2018年概念
フレームワーク」は，収益と費用の対応は概念
フレームワークの目的ではなく，資産，負債，
または持分の定義を充足しない項目の認識を認
めないとしている（IASB 2018a, par. 5.5）。つ
まり，「2018年概念フレームワーク」を適用す
れば，20X0年度に計上した費用を前払費用と
して20X1年度に繰り延べることは，事実上不
可能である。

（単位：CU）

報告期間 IFRIC 第21号 2018年概念フレームワーク
費用 負債 費用 負債

20X0

1 Q ─ ─ 25 25
2 Q ─ ─ 25 25
3 Q ─ ─ 25 25
4 Q ─ ─ 25 25

20X1

1 Q 100 100 ─ ─
2 Q 0 0 ─ ─
3 Q 0 0 ─ ─
4 Q 0 0 ─ ─

（IASB 2019b, p. 7；IASB 2019c, p. 7をもとに筆者作成）

表14　表3の設例における負債および費用の認識時点（期間）および認識パターンの比較

─────────────────────────────────
9 ）	 期中報告における賦課金額は，次のとおり算定すればよいであろう。
		  賦課金額＝収益総額の見積額× 2 ％×（その時点までの収益計上額÷収益総額の見積額）
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Ⅶ　負債の 3要件の適用②

　本節は，債務の識別について，IFRIC第 6 号
によって見解 A（＝見解 1 ）を適用することが
明確にされている一般家庭から生じる過去廃棄
物の処理と，IAS第37号パラグラフ72によって
見解 B（＝見解 2 ）を適用することが明確にさ
れているリストラクチャリング（従業員の解雇
給付）を取り上げる。

7 . 1 　一般家庭からの過去廃棄物の処理

　IFRIC第 6 号によれば，債務は将来行動に
よってのみ生じるから，2004年に 4 ％の市場占
有率を有する家庭用機器メーカーが市場から撤
退し，測定期間に設定された2007年の占有率が
0 %であれば，当該メーカーに一般家庭からの
過去廃棄物処理債務は生じない（IFRIC 6 , par. 
BC 5 ）。それをふまえて，当該メーカーの2007
年の年次報告期間の終了日における費用負担に
ついて，負債の 3 要件の充足を判定すれば，表
15のとおりとなる。
　表15においては，測定期間外であるから，要
件（c）を充足しない。また，すでに市場から撤
退していることから，要件（a）および要件（b）
も充足しない。したがって，年次報告期間の終

了日に一般家庭からの過去廃棄物処理債務は存
在しない。
　また，IFRIC第 6 号によれば，2004年の占有
率が 0 ％，つまり，測定期間以前に市場に参入
していなかったメーカーが測定期間である2007
年に 3 ％の占有率を有していれば，当該メー
カーに一般家庭からの過去廃棄物処理債務（処
理費用総額の 3 ％相当）が生じる（IFRIC 6 , 
par. BC 5 ）。それをふまえて，当該メーカーが
2006年に市場に参入したとして，2006年および
2007年の年次報告期間の終了日における費用負
担について，負債の 3 要件の充足を判定すれば，
表16および表17（109頁）のとおりとなる。
　表16においては，測定期間外であるから要件

（c）を充足しない。したがって，年次報告期間
の終了日において， 3 要件のすべてを充足する
一般家庭からの過去廃棄物処理債務は存在しな
い。
　他方，表17においては，測定期間に市場に参
入していることから，要件（c）を含む 3 要件の
すべてを充足する。したがって，年次報告期間
の終了日において， 3 要件のすべてを充足する
一般家庭からの過去廃棄物処理債務が存在する。
なお，当該債務は，特定の相手方が存在しない
社会全般に対する債務である。

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

2006年度内に市場から撤退することによってでしか，費用負担を回避することができない。
通常，市場に参入した同一年度内に市場から撤退すれば，費用負担を回避することよりも
著しく経済的に不利な帰結がもたらされると予想される。

（b） 〇 WEEE 指令（とそれに基づく国内法）は，メーカーに費用負担を求める潜在能力を有する。

（c） （ⅰ） × 測定期間に市場に参入していない。（ⅱ） ×

（筆者作成）

表16　一般家庭からの過去廃棄物処理への当てはめ②：測定期間前の占有率が3%のケース

表15　一般家庭からの過去廃棄物処理への当てはめ①：測定期間の占有率が0%のケース

要件 判定 説　　明
（a） × 測定期間までに市場から撤退しており，費用負担を回避する能力を有する。
（b） × WEEE 指令（とそれに基づく国内法）は，メーカーに費用負担を求める潜在能力を有しない。

（c） （ⅰ） × 測定期間に市場に参入していない。（ⅱ） ×

（筆者作成）
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7 . 2  リストラクチャリング

7.2.1　�計画を通達している場合（従業員に対す
る解雇給付）

　IAS第37号（パラグラフ72）によれば，表18
の設例において，リストラクチャリング計画を
解雇対象となる従業員に通達することが債務発
生事象に該当し，計画を通達した時点において
従業員に対する解雇給付債務が存在する。それ

をふまえて，リストラクチャリング計画を通達
した時点における従業員に対する解雇給付の支
払いについて，負債の 3 要件の充足を判定すれ
ば，表19のとおりとなる。
　表19より，従業員から労働力の提供を受けた
ことによって要件（b）および要件（c）を充足し，
さらに従業員にリストラクチャリング計画を通
達したことにより要件（a）を充足する。したがっ
て，従業員にリストラクチャリング計画を通達

要件 判定 説　　明

（a） 〇 測定期間に市場に参入しており，費用負担を回避する実質的な能力を有しない（法的に強制さ
れる）。

（b） 〇 WEEE 指令（とそれに基づく国内法）は，メーカーに費用負担を求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 測定期間に市場に参入した。

（ⅱ） 〇 測定期間に市場に参入した結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転を
求められる。

（筆者作成）

表17　一般家庭からの過去廃棄物処理への当てはめ③：測定期間の占有率が3%のケース

【前提条件】
・雇用主たる報告主体は，従業員との雇用契約を終結する場合，法によって解雇給付の支払いを義務づけられている。
・解雇給付額は，従業員の勤続年数を基礎として算定する。通常の事業を遂行するうえで，雇用主が従業員を解雇

して解雇給付を支払うことはほとんどない。しかし，直近の買収によって生産能力が過剰となり，ある工場の閉
鎖および当該工場に勤務する従業員全員の解雇に関する詳細かつ正式な計画を立案し，それを解雇対象となる従
業員に通達した。

・リストラクチャリング計画を通達された従業員らは，計画が実施されるであろうという妥当な期待を抱いている。
【結論】
・リストラクチャリング計画を従業員に通達することが債務発生事象に該当し，解雇給付に関する推定的債務が存

在する。
【論拠】
・報告主体は，工場の閉鎖および当該工場に勤務する従業員の解雇に関する詳細かつ正式な計画を有している。
・報告主体が解雇の対象となる従業員に当該計画を通達したことにより，従業員は，リストラクチャリングが実施

されるであろうという妥当な期待を抱いている。

（IAS 37, par. 72 and Example 5B；IASB 2015d, par. 1.25；IASB 2016, p. 23をもとに筆者作成）

表18　リストラクチャリングの設例①：従業員に対する解雇給付（計画通達済）

要件 判定 説　　明

（a） 〇

特定の工場の閉鎖および当該工場に勤務する従業員全員の解雇を含むリストラクチャリング計
画を従業員に通達するという行為は，工場の閉鎖以外の選択肢を採ればより不利な経済的帰結
がもたらされること，および買収の結果として雇用主たる報告主体が解雇給付の支払いを回避
する実質的な能力を有しないことの証左となる。

（b） 〇
労働力の提供は，従業員に解雇給付を支払うことを雇用主たる報告主体に求める潜在能力を有
する。なお，解雇給付を支払うことによって，従業員から新たに労働力の提供を受けることは
ない。

（c）
（ⅰ） 〇 従業員から労働力の提供を受けた。

（ⅱ） 〇 従業員から労働力の提供を受けた結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の
移転を求められる可能性がある。

（IASB 2016, p. 23をもとに筆者作成）

表19　リストラクチャリングへの当てはめ（従業員に対する解雇給付・計画通達済）
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した時点において， 3 要件のすべてを充足する
解雇給付債務が存在する。
　なお，IAS第37号と同様，たしかに従業員に
リストラクチャリング計画を通達することが債
務発生事象に該当するものの，リストラクチャ
リング計画を通達することのみをもって 3 要件
を充足するわけではないことに留意を要する。
要件（b）および要件（c）の判定対象は，従業員
からの労働力の提供である10）。つまり，従業
員にリストラクチャリング計画を通達しただけ
では，債務の範囲は画定しないということであ
る。そうすると，「2018年概念フレームワーク」
が提示する負債の 3 要件を適用することにより，
米国基準との差異を緩和することにも資すると
いえよう（IASB 2015d, par. 1.24）。
7.2.2　�計画を通達していない場合（従業員に対

する解雇給付）
　IAS第37号によれば，表20の設例において，
リストラクチャリング計画を解雇対象となる従

業員に通達していないから，解雇給付債務は存
在しない。それをふまえて，リストラクチャリ
ング計画を通達していない時点における従業員
に対する解雇給付の支払いについて，負債の 3
要件の充足を判定すれば，表21のとおりとなる。
　表21より，リストラクチャリング計画を通達
していない時点においては，要件（a）を充足せず，
従業員に対する解雇給付債務は存在しない。

Ⅷ　負債の 3要件の適用③

　本節は，IAS第37号が設例として提示する諸
項目（リストラクチャリングを除く）を取り上
げる。

8 . 1 　製品保証

　IAS第37号によれば，表22（111頁）の設例に
おいて，保証を付した製品を販売することが債
務発生事象に該当し，製品保証債務が年次報告

【前提条件】
・雇用主たる報告主体は，従業員との雇用契約を終結する場合，法によって解雇給付の支払いを義務づけられている。
・解雇給付額は，従業員の勤続年数を基礎として算定する。通常の事業を遂行するうえで，雇用主が従業員を解雇し

て解雇給付を支払うことはほとんどない。しかし，直近の買収によって生産能力が過剰となり，ある工場の閉鎖お
よび当該工場に勤務する従業員全員の解雇に関する詳細かつ正式な計画を立案した。

・当該計画は，解雇対象となる従業員に通達していない。
【結論】
・債務は存在しない。
【論拠】
・債務発生事象は存在しない（リストラクチャリング計画を従業員に通達していない）。

（IAS 37, Example 5A；IASB 2015d, par. 1.25；IASB 2016, p. 23をもとに筆者作成）

表20　リストラクチャリングの設例②：従業員に対する解雇給付（計画未通達）

─────────────────────────────────
10）	 要件（c）は，従業員が労働力を提供する期間にわたり充足する（IASB 2016, p. 23）。

要件 判定 説　　明

（a） × 雇用主たる報告主体は，リストラクチャリング計画を従業員に通達していないから，解雇給付
の支払いを回避する能力を有する。

（b） 〇
労働力の提供は，従業員に解雇給付を支払うことを雇用主たる報告主体に求める潜在能力を有
する。なお，解雇給付を支払うことによって，従業員から新たに労働力の提供を受けることは
ない。

（c）
（ⅰ） 〇 従業員から労働力の提供を受けた。

（ⅱ） 〇 従業員から労働力の提供を受けた結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の
移転を求められる可能性がある。

（筆者作成）

表21　リストラクチャリングへの当てはめ（従業員に対する解雇給付・計画未通達）
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期間の終了日に存在する。
　表22における製品保証について，負債の 3 要
件の充足を判定すれば，表23のとおりとなる。
表23より，IAS第37号と同様，保証を付した製
品を販売したことが債務発生事象となり，年次
報告期間の終了日において， 3 要件のすべてを
充足する製品保証債務が存在する。

8 . 2 　土壌汚染（法の制定がほぼ確実）

　IAS第37号によれば，表24（112頁）の設例に
おいて，土壌汚染を引き起こしたことが債務発
生事象に該当し，汚染した土地の浄化債務が年
次報告期間の終了日に存在する11）。
　表24における土地の浄化について，負債の 3
要件の充足を判定すれば，表25（112頁）のとお
りとなる。表25より，IAS第37号と同様，土壌
汚染を引き起こしたことが債務発生事象となり，
年次報告期間の終了日において， 3 要件のすべ

てを充足する土地の浄化債務が存在する。なお，
当該債務は，特定の相手方が存在しない社会に
対する債務である。

8 . 3 　土壌汚染（推定的債務）

　IAS第37号によれば，表26（112頁）の設例に
おいて，土壌汚染を引き起こしたことが債務発
生事象に該当し，汚染した土地の浄化債務（推
定的債務）が年次報告期間の終了日に存在する。
　表26における土地の浄化について，負債の 3
要件の充足を判定すれば，表27（112頁）のとお
りとなる。要件（a）について，通常，これまで
遵守してきた環境保護方針に反する行動を採る
とは考えにくく，大多数の状況において要件

（a）を充足すると認められる。したがって，
IAS第37号と同様，土壌汚染を引き起こしたこ
とが債務発生事象に該当し，年次報告期間の終
了日において， 3 要件のすべてを充足する土地

要件 判定 説　　明

（a） 〇 保証を付した製品を販売しており，契約に基づく保証請求が行われた場合に製品の修理または
交換を回避する実質的な能力を有しない（契約に基づき強制される）。

（b） 〇 製品保証契約は，製品の修理または交換をメーカーに求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 保証を付した製品を販売した。

（ⅱ） 〇 保証を付した製品を販売した結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転
を求められる可能性が高い。

（IASB 2016, p. 16をもとに筆者作成）

表23　製品保証への当てはめ

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・メーカーは，顧客に製品を販売する際，製品保証を付している。
・メーカーは，保証契約に基づき，販売日から 3 年以内に生じた製品の製造上の不具合について，修理または交換

を行う。
・メーカーは，保証を付して製品を販売した。
・年次報告期間の終了日において，保証対象となる請求は行われていない。なお，過去の実績によれば，今後，保

証対象となる何らかの請求が行われる可能性が高い。
【結論】
・製品の修理または交換にかかる法的債務が存在する。
【論拠】
・保証を付した製品を販売したことが，債務発生事象に該当する。

（IAS 37, Example 1をもとに筆者作成）

表22　製品保証の設例

─────────────────────────────────
11）	 IAS 第37号は，法の制定が「ほぼ確実（virtually certain）」となった時点において債務が生じるとしている（IAS 

37, par. 22）。
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【前提条件】
・報告主体は，石油会社である。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・石油会社は，環境法が未制定のある国において操業し，土壌汚染を引き起こしている。
・石油会社は，操業する国の法が義務づける場合にのみ，自身が汚染した土地の浄化を行っている。
・当該国において，土壌汚染の浄化を義務づける新法（遡及適用あり）が報告期間の終了日後まもなく成立することが，

ほぼ確実な状況にある。
【結論】
・土壌汚染を引き起こしたことが債務発生事象に該当し，土地の浄化債務が存在する。
【論拠】
・すでに引き起こした土壌汚染の浄化を定める法の制定が，ほぼ確実となった。

（IAS 37, Example 2A をもとに筆者作成）

表24　土壌汚染（法の制定がほぼ確実）の設例

要件 判定 説　　明

（a） 〇 新法の適用対象となる土壌汚染を引き起こしており，土地の浄化を回避する実質的な能力を有
しない（早晩，法的に強制される）。

（b） 〇 新法は，汚染した土地の浄化を石油会社に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 土壌汚染を引き起こした。

（ⅱ） 〇 土壌汚染を引き起こした結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転を求
められる可能性が高い（ほぼ確実である）。

（筆者作成）

表25　土壌汚染（法の制定がほぼ確実）への当てはめ

【前提条件】
・報告主体は，石油会社である。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・石油会社は，環境法が未制定のある国において操業し，土壌汚染を引き起こしている。
・石油会社は，自身が引き起こしたすべての土壌汚染の浄化を行うという環境保護方針をひろく公表し，これまで

当該方針を遵守してきた。
【結論】
・土壌汚染を引き起こしたことが債務発生事象に該当し，土地の浄化に関する推定的債務が存在する。
【論拠】
・自身が公表した環境保護方針は，報告主体が浄化を行うであろうという妥当な期待を汚染による影響を受ける主

体に抱かせる。

（IAS 37, Example 2B をもとに筆者作成）

表26　土壌汚染（推定的債務）の設例

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

浄化費用を上回る水準でレピュテーションの毀損が生じること等によって，自身が公表した環
境保護方針に反する行動を採る実質的な能力を有しなければ，土地の浄化を回避する実質的な
能力を有していない。また，環境保護方針を遵守してきたという実績は，当該方針に反する行
動を採る実質的な能力を有しないことの証左となる。

（b） 〇 自身が公表した環境保護方針は，汚染した土地の浄化を自身に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 土壌汚染を引き起こした。

（ⅱ） 〇 土壌汚染を引き起こした結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転を求
められる可能性がある。

（IASB 2016, p. 17をもとに筆者作成）

表27　土壌汚染（推定的債務）への当てはめ



IASB「2018年概念フレームワーク」による負債の定義と 3 要件の適用 
─ IAS 第37号とその解釈指針の適用対象となる項目への全面適用についての予備的検討─（赤塚尚之）─ 111  ─

の浄化債務が存在する。当該債務は，特定の相
手方が存在しない社会に対する債務である。

8 . 4 　海底油田

　IAS第37号によれば，表28の設例において，
石油リグを設置したことが債務発生事象に該当
し，最終的に生じると予想される修復費用総額
の90％に相当する修復債務が年次報告期間の終
了日に存在する（結論①）。なお，年次報告期
間の終了日において石油を産出していないこと
から，修復費用総額の10％に相当する債務は存
在しない（結論②）。
　表28における石油リグの設置に伴う修復と石
油の産出に伴う修復について，負債の 3 要件の
充足を判定すれば，それぞれ表29および表30

（114頁）のとおりとなる。
　表29のとおり，石油リグの設置に伴う修復に

ついては，IAS第37号と同様，石油リグを設置
したことが債務発生事象となり，年次報告期間
の終了日において， 3 要件のすべてを充足する
石油リグの設置に伴う修復債務が存在する。当
該債務は，特定の相手方が存在しない社会全般
に対する債務である。
　他方，表30のとおり，石油の産出に伴う修復
については，石油を産出していないことから，
要件（c）を充足しない。したがって，IAS第37
号と同様，年次報告期間の終了日において， 3
要件のすべてを充足する石油の産出に伴う修復
債務は存在しない。

8 . 5 　返金方針

　IAS第37号によれば，表31（114頁）の設例に
おいて，商品を販売したことが債務発生事象に
該当し，年次報告期間の終了日に商品代金の返

【前提条件】
・報告主体は，石油会社である。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・石油会社は，海底油田の操業終了時に石油リグを撤去することと海底を原状回復することを条件として，操業許

可を取得している。
・最終的に生じると予想される修復費用総額のうち，90％は石油リグの設置に伴い生じるものであり，残りの10％

は石油の産出に伴い生じるものである。
・報告期間の終了日において，石油リグの設置を完了している。
・報告期間の終了日において，石油を産出していない。
【結論①】
・石油リグの設置に伴う修復債務（法的債務）が存在する。
【論拠①】
・石油リグを設置したことが，債務発生事象となる。
【結論②】
・石油の産出に伴う修復債務は存在しない。
【論拠②】
・報告期間の終了日において，石油を産出していない。

（IAS 37, Example 3をもとに筆者作成）

表28　海底油田の設例

要件 判定 説　　明

（a） 〇 石油リグを設置しており，石油リグの設置に伴う修復を回避する実質的な能力を有しない（法
的に強制される）。

（b） 〇 操業許可は，石油リグの設置に伴う修復を石油会社に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 操業許可を取得して，石油リグを設置した。

（ⅱ） 〇 操業許可を取得して石油リグを設置した結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的
資源の移転を求められる。

（筆者作成）

表29　海底油田への当てはめ①：石油リグの設置に伴う修復（費用総額の90％相当）
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金にかかる推定的債務が存在する。
　表31における商品代金の返金について，負債
の 3 要件の充足を判定すれば，表32のとおりと
なる。要件（a）について，通常，返金方針に反
する行動を採るとは考えにくく，大多数の状況
において要件（a）を充足すると認められる。し
たがって，IAS第37号と同様，商品を販売した
ことが債務発生事象となり，年次報告期間の終
了日において， 3 要件のすべてを充足する返金
債務が存在する。

8 . 6 　法に基づく排煙濾過装置の設置

　IAS第37号によれば，表33（115頁）の設例に
おいて，20X1年12月31日には，排煙濾過装置

の設置債務と罰金の支払債務のいずれも存在し
ない。表33における排煙濾過装置の設置と罰金
の支払いについて，負債の 3 要件の充足を判定
すれば，それぞれ表34（115頁）および表35（115
頁）のとおりとなる。
　表34および表35のいずれにおいても要件（c）
を充足せず，IAS第37号と同様，年次報告期間
の終了日において， 3 要件のすべてを充足する
排煙濾過装置の設置債務と罰金の支払債務のい
ずれも存在しない。ちなみに，要件（c）を充足
しないことは，新法が成立しただけでは現在の
債務が存在するに十分とはいえないことを意味
する（5.2.3を参照）。

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

石油を産出しないことによってでしか，石油の産出に伴う修復を回避することができない。石
油リグを設置したにもかかわらず石油を産出しなければ，産出に伴う修復を回避することより
も著しく経済的に不利な帰結がもたらされると予想される。

（b） 〇 操業許可は，石油の産出に伴う修復を石油会社に求める潜在能力を有する。

（c） （ⅰ） × 石油を産出していない。（ⅱ） ×

（筆者作成）

表30　海底油田への当てはめ②：石油の産出に伴う修復（費用総額の10％相当）

【前提条件】
・報告主体は，小売店を営んでいる。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・小売店は，法の定めがなくとも，顧客が購入した商品に満足しなければ商品代金を顧客に返金するという方針を採っ

ている。
・当該方針は，ひろく知られている。
【結論】
・商品代金の返金にかかる推定的債務が存在する。
【論拠】
・小売店の返金方針は，返金を行うであろうという妥当な期待を顧客に抱かせる。
・商品を販売したことが，債務発生事象に該当する。

（IAS 37, Example 4をもとに筆者作成）

表31　返金方針の設例

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

返金方針に反して顧客からの請求に応じないかまたは返金方針を撤回することによってでしか，
商品代金の返金を回避することができない。また，顧客からの請求に基づき返金を行ってきた
という実績は，返金以外の行動を採る実質的な能力を有しないことの証左となりうる。

（b） 〇 自身の返金方針は，顧客に対して商品代金を返金することを自身に求める潜在能力を有する。

（c）
（ⅰ） 〇 商品を販売した。

（ⅱ） 〇 商品を販売した結果，そうしなければ移転する必要のなかった経済的資源の移転を求められる
可能性がある。

（筆者作成）

表32　返金方針への当てはめ
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8 . 7 　�所得税制の改正に伴う従業員の再
研修

　IAS第37号によれば，表36（116頁）の設例に
おいて，年次報告期間の終了日に従業員の再研
修に関する債務は存在しない。
　表36における従業員の再研修の実施に伴う費
用負担について，負債の 3 要件の充足を判定す
れば，表37（116頁）のとおりとなる。
　表37のとおり，再研修を実施していないこと
から要件（c）を充足せず，IAS第37号と同様，
年次報告期間の終了日において，再研修に関す

る債務は存在しない。

8 . 8 　訴訟

　IAS第37号は，表38（116頁）に示す訴訟の設
例を提示している。
　表38の設例は，過去の事象が生じたか（つまり，
報告主体が有害な食品を販売したか）定かでは
ない（債務の存在の不確実性）。これについて，
IAS第37号は，入手可能なすべての証拠（報告
期間の終了日以降に入手した追加証拠を含む）
に照らして，報告期間の終了日に現在の債務が
存在する蓋然性のほうが高ければ，現在の債務

要件 判定 説　　明

（a） 〇
期日までに排煙濾過装置を設置しなければ，操業停止等，設置費用を上回る水準の著しく経済
的に不利な帰結がもたらされると予想されるから，期日までに排煙濾過装置を設置することを
回避する実質的な能力を有しない。

（b） 〇

新法は，排煙濾過装置の購入を報告主体に求める潜在能力を有する。なお，排煙濾過装置の購
入は，交換取引（現金と排煙濾過装置の交換）となる。排煙濾過装置を設置することによって
工場の用役提供能力が回復し，工場の資産価値が向上するわけではないから，当該取引は，報
告主体にとって不利な条件によって他の主体と経済的資源を交換する（経済的資源の移転が生
じる）取引に該当する。

（c） （ⅰ） × 20X0年12月31日時点において，排煙濾過装置を購入していない（経済的便益を受け取っていな
い）。（ⅱ） ×

（IASB 2016, p. 26をもとに筆者作成）

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・新法は，20X1年 6 月30日までに工場に排煙濾過装置を設置するよう求めている。
・新法は，20X1年 6 月30日までに工場に排煙濾過装置を設置しなければ罰金を科すこととしている。
・報告主体は，20X0年12月31日時点において，排煙濾過装置を設置していない。
【結論①】
・排煙濾過装置の設置債務は存在しない。
【論拠①】
・20X0年12月31日時点において，排煙濾過装置の設置に関する債務発生事象は存在しない。
【結論②】
・罰金の支払債務は存在しない。
【論拠②】
・20X0年12月31日時点において，罰金の支払いに関する債務発生事象は存在しない。

（IAS 37, Example 6をもとに筆者作成）

表33　法に基づく排煙濾過装置の設置の設例

表34　法に基づく排煙濾過装置の設置への当てはめ①：排煙濾過装置の設置

要件 判定 説　　明

（a） 〇 期日までに排煙濾過装置を設置しなければ，罰金の支払いを回避する実質的な能力を有しない
（法的に強制される）。

（b） 〇 新法は，報告主体に罰金を科す潜在能力を有する。

（c） （ⅰ） × 20X0年12月31日時点において，罰金の対象となる行動（期日までに排煙濾過装置を設置しな
い）を採っていない。（ⅱ） ×

（IASB 2016, p. 26をもとに筆者作成）

表35　法に基づく排煙濾過装置の設置への当てはめ②：罰金の支払い
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が存在するとみなすという，蓋然性の判断指針
を提示している（IAS 37, pars. 15 and 16）。そ
こで，①被告側の弁護人が報告主体に責任はな
い（食品が死亡原因となったとはいえない）と
裁判所が判断する蓋然性のほうが高いと助言し
た場合，年次報告期間の終了日に賠償金の支払
債務が存在しないと判断し，②弁護人が報告主
体に責任があると裁判所が判断する蓋然性のほ
うが高いと助言した場合，年次報告期間の終了
日に賠償金の支払債務が存在すると判断するこ
ととなる。
　表38における賠償金の支払いについて，負債
の 3 要件の充足を判定すれば，表39（117頁）の
とおりとなる。

　表39より要件（a）および（b）の充足を判定で
きない12）。そこで，基準レベルにおいて，要
件（a）および要件（b）の充足を判定するための
補足が必要となる。

8 . 9 　炉の内張りの取替え

　IAS第37号によれば，表40（117頁）の設例に
おいて，前回の取替えから 3 年を経過した年次
報告期間の終了日に内張りの取替債務は存在し
ない。表40における内張りの取替えについて，
負債の 3 要件の充足を判定すれば，表41（117
頁）のとおりとなる。
　表41より，前回の取替えから 3 年を経過した
年次報告期間の終了日において， 3 要件のすべ

【前提条件】
・報告主体は，金融サービス業を営んでいる。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・政府が所得税制を改正したことに伴い，金融サービス規制を継続的に遵守すべく管理部門および営業部門に所属す

る大多数の従業員を対象とした再研修を実施する必要が生じている。
・報告期間の終了日において，再研修は実施されていない。
【結論】
・債務は存在しない。
【論拠】
・再研修を実施しておらず，債務発生事象は存在しない。

（IAS 37, Example 7をもとに筆者作成）

表36　所得税制の改正に伴う従業員の再研修の設例

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
（おそらく〇）

再研修を実施しなければ，金融サービス規制の不遵守に伴う著しく経済的に不利な帰結がもた
らされると予想される。

（b） 〇 再研修の実施は，それに伴う費用負担を報告主体に求める潜在能力を有する。

（c） （ⅰ） × 再研修を実施していない。（ⅱ） ×

（筆者作成）

表37　所得税制の改正に伴う従業員の再研修への当てはめ

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・結婚式の後，10名が死亡した。
・死亡原因は，報告主体が販売した食品が引き起こした食中毒である可能性がある。
・遺族は，損害賠償訴訟を提起した。
・訴訟においては，死亡原因について争いがある。

（IAS 37, Example 10をもとに筆者作成）

表38　訴訟の設例

─────────────────────────────────
12）	 運用テストにおいては，要件（a）を充足し，要件（b）については「不確実」と判定されている。しかし，事実

認定に関する条件が設定されていないことから，本稿は，いずれも「状況による」とした。
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てを充足する内張りの取替債務は存在しない。
なお，最終的な判定結果は IAS第37号と変わ
らないが，論拠が変化することに留意を要する。
表41においては，要件（b），つまり，内張りの
取替えによってそもそも経済的資源の移転が求
められないことが， 3 要件のすべてを充足する
債務が存在しない直接的な論拠となる。また，
要件（b）を充足しないことにより，要件（c）

（ⅱ）も充足しない。

8 .10　航空機の法定点検整備

　IAS第37号によれば，表42（118頁）の設例に
おいて，年次報告期間の終了日に航空機を点検

整備する債務は存在しない。表42における航空
機の点検整備について，負債の 3 要件の充足を
判定すれば，表43（118頁）のとおりとなる。
　表43より，前回の点検整備から 2 年を経過し
た年次報告期間の終了日において， 3 要件のす
べてを充足する点検整備債務は存在しない。な
お，最終的な判定結果は IAS第37号と変わら
ないが，論拠が変化することに留意を要する。
表43においては，要件（b），つまり，点検整備
によってそもそも経済的資源の移転が求められ
ないことが， 3 要件のすべてを充足する債務が
存在しない直接的な論拠となる。また，要件

（b）を充足しないことにより，要件（c）（ⅱ）も

要件 判定 説　　明

（a） 状況による
敗訴が濃厚であるかまたは最終的に敗訴が確定すれば，賠償金の支払いを回避する実質的な能
力を有しない。しかし，死亡原因について争いがあり，裁判所がいかなる判決を言い渡すか不
明である。

（b） 状況による
裁判所の判決（被告側の敗訴）は，遺族（原告）に賠償金を支払うことを報告主体（被告）に求め
る潜在能力を有する。ただし，死亡原因について争いがあり，裁判所がいかなる判決を言い渡
すか不明である。

（c）
（ⅰ） 〇 死亡原因となった可能性がある食品を販売した。

（ⅱ） 〇 死亡原因となった可能性がある食品を販売した結果，そうしなければ移転する必要のなかった
経済的資源の移転を求められる可能性がある。

（IASB 2016, p. 18をもとに筆者作成）

表39　訴訟への当てはめ

【前提条件】
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・報告主体は，炉を操業している。
・炉の内張りは，技術上の理由により， 5 年ごとに取り替える必要がある。
・前回の取替えから， 3 年を経過している。
・ 5 年ごとに内張りを取り替えることを義務づける法は存在しない。
【結論】
・債務は存在しない。
【論拠】
・報告期間の終了日において，報告主体の将来行動とは関係なく存在する債務は存在しない。
・取替支出を行うこと，炉の操業を継続すること，または内張りを取り替えることは，報告主体の意思決定に依存する。

（IAS 37, Example 11A をもとに筆者作成）

表40　炉の内張りの取替えの設例

要件 判定 説　　明
（a） 状況による 期日までに，対象となる炉の操業を停止する実質的な能力を有するかによる。

（b） ×
内張りの取替えによって，炉の用役提供能力が回復し，炉の資産価値が向上する。そこで，経
済的資源の交換を求める債務が生じるとも考えられる。しかし，報告主体にとって不利な条件
によって他の主体と経済的資源を交換するものでなければ，経済的資源の移転が生じない。

（c） （ⅰ） 〇 過去 3 年間にわたり，炉を操業した。
（ⅱ） × 経済的資源の移転が生じない。

（筆者作成）

表41　炉の内張りの取替えへの当てはめ
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充足しない。

Ⅸ　おわりに

　「2018年概念フレームワーク」が提示する負
債の定義と 3 要件を IAS第37号とその解釈指
針の適用対象となる諸項目に全面的に適用する
ことにより，債務の識別をはじめとする負債の
定義の充足の判定を統一的に説明することがで
きるようになる。これにより，IAS第37号に関
していえば，基準内の整合性の問題と基準適用
の首尾一貫性の問題を解消することができる。
また，本稿において検討は行っていないが，他
のIFRS基準にも「2018年概念フレームワーク」
が提示する負債の定義と 3 要件を適用すること
により，基準間の整合性の問題を解消すること
にも資するであろう。さらに，米国基準との関
係でいえば，リストラクチャリングに関する債
務発生事象の解釈の差異を緩和することにも資
するであろう。
　IAS第37号とその解釈指針が提示するすべて
の設例に 3 要件を実際に当てはめることによっ

て，次の点が明らかとなった。
（a）賦課金（表 4 の設例を除く）について，債

務発生事象の解釈が変化する。これによ
り，

（ⅰ）期中報告期間において，新たに賦課
金額の見積りが必要となるか（表 7 ），
またはなりうる（表 9 および表11）。

（ⅱ）期中報告期間に計上される費用が平
準化されるか（表 3 および表 7 ），ま
たはされうる（表 9 および表11）。

（ⅲ）費用の期間帰属にズレが生じる（表
3 ）。しかし，前払費用として繰り
延べることは，事実上不可能である。

（b）一般家庭からの過去廃棄物処理（電気・
電子機器廃棄物）について，債務の識別
について見解2（＝見解 B）を適用しても，
見解1（＝見解 A）を適用した場合と同様，

「測定期間における市場への参入」が債
務発生事象に該当する（表15，表16，お
よび表17）。

（c）リストラクチャリングの設例（計画通達
済）について，従業員から労働力の提供

【前提条件】
・報告主体は，航空会社である。
・年次報告期間の終了日は，12月31日である。
・法によって，航空会社は，運用する航空機を 3 年ごとに点検整備することが義務づけられている。
・前回の点検整備から， 2 年を経過している。
【結論】
・債務は存在しない。
【論拠】
・航空機を点検整備する債務は，航空会社の将来行動とは関係なく存在する必要がある。航空会社は，航空機を売却

することによって，将来の点検整備にかかる支出を回避することができる。

（IAS 37, Example 11B をもとに筆者作成。経過年数に関する前提条件は，IASB 2016, p. 27により追加。）

要件 判定 説　　明
（a） 状況による 期日までに，対象となる航空機の運用を取り止める実質的な能力を有するかによる。

（b） ×

点検整備によって，航空機の向こう 3 年間の用役提供能力が回復し，航空機の資産価値が向上
する。そこで，法によって，経済的資源の交換を求める債務が生じるとも考えられる。しかし，
報告主体にとって不利な条件によって他の主体と経済的資源を交換するものでなければ，経済
的資源の移転が生じない。

（c） （ⅰ） 〇 過去 2 年間にわたり，航空機を運用した。
（ⅱ） × 経済的資源の移転が生じない。

（IASB 2016, p. 27をもとに筆者作成）

表42　航空機の法定点検整備の設例

表43　航空会社の法定点検整備への当てはめ
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を受けたことを前提として，リストラク
チャリング計画を通達することが債務発
生事象に該当する（表19）。

（d）炉の内張りの取替えおよび航空機の法定
点検整備の設例について，経済的資源の
移転が生じないことが，負債の定義を充
足しない直接的な論拠となる（表41およ
び表43）。

（e）その他の設例については，特段変化は生
じない。

　また，賦課金については，一定額（閾値）を
超える収益を計上すれば賦課金が発生する設例
について，基準（解釈指針）レベルで要件（c）

（ⅰ）の判定対象を明確にする必要がある。
　さらに，判定結果をみると，リストラクチャ
リング（表21）を除き， 3 要件のすべてを充足
しない項目のすべてが，要件（c）に抵触してい
ることが分かる。そこで，要件（c），とくに要
件（c）（ⅰ）を充足しないこと（過去の事象が存
在しないこと）が確認されれば，個々の状況に
即して経済的資源の移転を回避する実質的な能
力の有無（要件（a）の充足）および他の主体に経
済的資源を移転することを報告主体に求める潜
在能力の有無（要件（b）の充足）について判定
する必要がなくなるから，実務上，要件（c）の
充足をまず確認することが合理的となろう。
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A Preliminary Study on Application 
 of New Liability Definitions by The IASB  

for Items within the Scope of IAS 37, IFRIC 6, and IFRIC 21

Naoyuki Akatsuka

　In March 2018, The IASB issued its new conceptual framework for financial reporting 
（hereinafter “2018 Conceptual Framework”）. The 2018 Conceptual Framework defines a 
liability as follows:
　A liability is a present obligation of the entity to transfer an economic resource as a result of 
past events.

　In addition, the 2018 Conceptual Framework sets the following three criteria for a liability 
to exist.:
　（a） The entity has an obligation.
　（b） The obligation is to transfer an economic resource.
　（c） The obligation is a present obligation that exists as a result of past events.

　This paper tries to judge whether items within the scope of IAS 37 Provisions, Contingent 
Liabilities and Contingent Assets, IFRIC 6  Liabilities arising from Participating in a Specific 
Market ─ Waste Electrical and Electronic Equipment, and IFRIC 21 Levies meet the new 
definition of a liability （namely, the three criteria above）.
　By applying the new definition （three criteria）:
　（a）interpretations of obligating events for levies （IFRIC 21） will change.
　（b）rationale for identifying an obligation for termination benefits related to restructuring 

（paragraph 72 of IAS 37） will change. 
　（c）rationale for not identifying obligations for refurbishment costs （illustrative example 

11A and 11B of IAS 37） will change.
　（d）interpretation of obligating events for many other transactions will not change, 

including liability for waste management costs for historical household equipment 
（IFRIC 6 ）.


